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(57)【要約】
【課題】情報の判読が容易な小型の表示部を有し、且つ
電池寿命を考慮せずに種々のセンサーを備えたリスト機
器を提供する。
【解決手段】位置情報衛星から送信される衛星信号を受
信する受信部１０５と、複数のセンサー（加速度センサ
ー１０１、圧力センサー１０２、方位センサー１０３）
と、自己発電機能を備えた電源部１０６と、指示針（計
測指示針）３３，４１，４２，７１，７２を用いて情報
を表示する表示部５と、を備えているリスト機器（セン
サー付き電子時計Ｗ）。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　位置情報衛星から送信される衛星信号を受信する受信部と、
　複数のセンサーと、
　自己発電機能を備えた電源部と、
　指示針を用いて情報を表示する表示部と、を備えていることを特徴とするリスト機器。
【請求項２】
　前記センサーは、
　物理量を検知する、加速度センサー、圧力センサー、および方位センサーのいずれかを
含むことを特徴とする請求項１に記載のリスト機器。
【請求項３】
　前記センサーは、
　物理量を検知する、照度センサー、温度センサー、および湿度センサーのいずれかを含
むことを特徴とする請求項１または請求項２に記載のリスト機器。
【請求項４】
　前記センサーは、
　生体情報を検知する、脈波計測センサー、脈拍計測センサー、血圧計測センサー、体温
センサー、電気皮膚反応センサーのいずれかを含む生体情報検知センサーであることを特
徴とする請求項１ないし請求項３のいずれか一項に記載のリスト機器。
【請求項５】
　少なくとも前記受信部を収容するケースと、
　前記ケースの裏側に配置された裏蓋部と、を備え、
　前記生体情報検知センサーは、前記裏蓋部に配置されていることを特徴とする請求項４
に記載のリスト機器。
【請求項６】
　少なくとも前記受信部を収容するケースと、
　前記ケースに接続されたバンド部と、を備え、
　前記生体情報検知センサーは、前記バンド部に配置されていることを特徴とする請求項
４に記載のリスト機器。
【請求項７】
　前記生体情報から、ＳｐＯ2（経皮的動脈血酸素飽和度）、ＶＯ2max（最大酸素摂取量
）、体温、乳酸値、ＳｖＯ2（ヘモグロビンの酸素飽和度）、睡眠状態、ストレス、血糖
値、不整脈、カロリー消費量、代謝、および排卵の少なくとも一つを表す指標を求めるこ
とを特徴とする請求項４ないし請求項６のいずれか一項に記載のリスト機器。
【請求項８】
　前記電源部は、
　太陽電池によって電気エネルギーを取得する発電機能、および回転錘の運動エネルギー
を変換して電気エネルギーを取得する発電機能の少なくとも一方を有していることを特徴
とする請求項１ないし請求項７のいずれか一項に記載のリスト機器。
【請求項９】
　他の電子機器との間において、信号を送受信する通信部を備え、
　前記通信部は、無線通信または有線通信により信号の送受信を行うことを特徴とする請
求項１ないし請求項８のいずれか一項に記載のリスト機器。
【請求項１０】
　前記指示針は、
　前記指示針と接続された回転軸、および前記回転軸を回転させる駆動部によって回動さ
れることを特徴とする請求項１ないし請求項９のいずれか一項に記載のリスト機器。
【請求項１１】
　前記表示部は、デジタル表示によって表示されるデジタル表示部を備えていることを特
徴とする請求項１ないし請求項１０のいずれか一項に記載のリスト機器。
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【請求項１２】
　前記デジタル表示部は、電気泳動ディスプレイモジュール、有機エレクトロルミネッセ
ンスディスプレイ、および液晶ディスプレイの少なくとも一つを用いていることを特徴と
する請求項１１に記載のリスト機器。
【請求項１３】
　前記表示部は、小窓部を備えていることを特徴とする請求項１ないし請求項１２のいず
れか一項に記載のリスト機器。
【請求項１４】
　前記小窓部は、１個以上４個以下の数で設けられていることを特徴とする請求項１３に
記載のリスト機器。
【請求項１５】
　前記複数のセンサーのそれぞれに対応した動作を行う動作モードを複数有し、
　前記小窓部の少なくとも一つは、前記動作モードそれぞれに対応したモード表示部が設
けられていることを特徴とする請求項１３または請求項１４に記載のリスト機器。
【請求項１６】
　前記ケースは、金属で構成されていることを特徴とする請求項５ないし請求項１５のい
ずれか一項に記載のリスト機器。
【請求項１７】
　前記受信部に備えられているアンテナは、
　リングアンテナ、およびパッチアンテナの少なくとも一方であることを特徴とする請求
項１ないし請求項１６のいずれか一項に記載のリスト機器。
【請求項１８】
　クロノグラフ機能、およびデュアルタイム機能の少なくとも一方を備えていることを特
徴とする請求項１ないし請求項１７のいずれか一項に記載のリスト機器。
【請求項１９】
　前記情報は、
　アナログとデジタルとを併用して表示されることを特徴とする請求項１１または請求項
１２に記載のリスト機器。
【請求項２０】
　前記衛星信号に含まれる時刻情報を取得して現在時刻を補正する時刻補正部、を備えて
いることを特徴とする請求項１ないし請求項１９のいずれか一項に記載のリスト機器。
【請求項２１】
　前記時刻表示部は、
　前記衛星信号と異なる周波数の電波を受信する第２受信部を備え、
　前記時刻補正部は、前記受信部または前記第２受信部による受信の結果に基づいて、時
刻の補正を行うことを特徴とする請求項２０に記載のリスト機器。
【請求項２２】
　他のセンサー機器と接続され、前記他のセンサー機器の検知した第２物理情報を、前記
指示針を用いて前記表示部に表示することを特徴とする請求項１ないし請求項２１のいず
れか一項に記載のリスト機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、センシングデバイスを備えたリスト機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、例えば方位、高度（気圧）などを検知する各種センシングデバイスが搭載され、
時刻と、該センシングデバイスによって取得された種々の情報をユーザーに提供するリス
ト機器が提示されている。例えば特許文献１には、センシングデバイスとして圧力センサ
ーおよび電子方位センサーを備え、該圧力センサーおよび電子方位センサーによって検知
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された種々の情報を、本体ケースおよびリストバンドに備えられた表示部にデジタル表示
される構成の携帯機器（リスト機器）が開示されている。なお、このような携帯機器（リ
スト機器）では、表示バリエーションを多く提示できることから、デジタル表示が主流と
されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００２－４０１７５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上述のように各種センシングデバイスが搭載された携帯機器（リスト機器）では、特許
文献１に記載されているように、デジタル表示される構成が主流である。しかしながら、
種々の情報を限られたサイズの表示部にデジタル表示で提示すると、文字が小さくなった
り複雑な画像を描画しきれなかったりすることなどによって情報の判読が行い難く、それ
らに対応するために表示部が大型になり、ファッション性が劣ってしまうなどの課題を有
していた。また、種々のセンシングデバイスを駆動するために電池使用量が多くなり、内
蔵されている電池寿命を考慮して、使用可能なセンシングデバイスを制限するなど、ユー
ザーの期待に副えないなどの課題も有していた。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、上述の課題の少なくとも一部を解決するためになされたものであり、以下の
形態または適用例として実現することが可能である。
【０００６】
　［適用例１］本適用例に係るリスト機器は、位置情報衛星から送信される衛星信号を受
信する受信部と、複数のセンサーと、自己発電機能を備えた電源部と、指示針を用いて情
報を表示する表示部と、を備えていることを特徴とする。
【０００７】
　本適用例のリスト機器によれば、情報が指示針によって表示されるため、表示の視認性
が高まり、比較的小型の表示部内に表示させることが可能となる。これにより、リスト機
器を装着しても、通常の腕時計と同様な装着が可能となり、装着性を高めることが可能と
なるとともに、機器のファッション性を向上させることが可能となる。
　また、電源部に自己発電機能が備えられているため、電源部への電力供給を自己発電に
よって賄うことができ、比較的消費電力の大きなＧＰＳなどの機能や複数のセンサーなど
を搭載することができる。
　これらにより、ユーザーが一般生活において欲する情報である、例えばＧＰＳ（Global
 Positioning System）による位置情報などを含む情報を得ることが可能なリスト機器を
提供することができる。
【０００８】
　［適用例２］上記適用例に記載のリスト機器において、前記センサーは、物理量を検知
する、加速度センサー、圧力センサー、および方位センサーのいずれかを含むことが好ま
しい。
【０００９】
　本適用例によれば、例えばＧＰＳ（Global Positioning System）による位置情報に加
えて、ユーザーの欲する情報として、例えば加速度センサー、圧力センサー、および方位
センサーによる検知結果に基づく、ユーザー（装着者）の移動方向や標高差を含む移動量
（運動量）などの情報を容易に得ることができる。
【００１０】
　［適用例３］上記適用例に記載のリスト機器において、前記センサーは、物理量を検知
する、照度センサー、温度センサー、および湿度センサーのいずれかを含むことが好まし
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い。
【００１１】
　本適用例によれば、例えば天候が現在からどのように変化していくのかなどの天候予測
に係る情報を容易に得ることができる。
【００１２】
　［適用例４］上記適用例に記載のリスト機器において、前記センサーは、生体情報を検
知する、脈波計測センサー、脈拍計測センサー、血圧計測センサー、体温センサー、電気
皮膚反応センサーのいずれかを含む生体情報検知センサーであることが好ましい。
【００１３】
　本適用例によれば、位置情報や物理量の情報に加えて、ユーザー（装着者）の、例えば
、脈拍、血圧値、血糖値などの生体情報を容易に得ることができる。これにより、ユーザ
ーは、ライフログとして、健康情報や身体情報を得ることができる。
【００１４】
　［適用例５］上記適用例に記載のリスト機器において、少なくとも前記受信部を収容す
るケースと、前記ケースの裏側に配置された裏蓋部と、を備え、前記生体情報検知センサ
ーは、前記裏蓋部に配置されていることが好ましい。
【００１５】
　本適用例によれば、生体情報検知センサーが裏蓋部に配置されていることから、生体情
報検知センサーをユーザー（装着者）の装着部（腕部）に密着させることができ、生体情
報をより正確に検知することができる。
【００１６】
　［適用例６］上記適用例に記載のリスト機器において、少なくとも前記受信部を収容す
るケースと、前記ケースに接続されたバンド部と、を備え、前記生体情報検知センサーは
、前記バンド部に配置されていることが好ましい。
【００１７】
　本適用例によれば、生体情報検知センサーがバンド部に配置されていることから、生体
情報検知センサーの脱着を容易に行うことができる。これにより、ユーザーの所望に応じ
てセンサーの種類を変更するなど、容易にカスタマイズすることができる。
【００１８】
　［適用例７］上記適用例に記載のリスト機器において、前記生体情報から、ＳｐＯ2（
経皮的動脈血酸素飽和度）、ＶＯ2max（最大酸素摂取量）、体温、乳酸値、ＳｖＯ2（ヘ
モグロビンの酸素飽和度）、睡眠状態、ストレス、血糖値、不整脈、カロリー消費量、代
謝、および排卵の少なくとも一つを表す指標を求めることが好ましい。
【００１９】
　本適用例によれば、前記生体情報からユーザー（装着者）の身体状態や精神状態を容易
に求めることができ、ユーザーはそれらの情報を容易に把握することができる。
【００２０】
　［適用例８］上記適用例に記載のリスト機器において、前記電源部は、太陽電池によっ
て電気エネルギーを取得する発電機能、および回転錘の運動エネルギーを変換して電気エ
ネルギーを取得する発電機能の少なくとも一方を有していることが好ましい。
【００２１】
　本適用例によれば、電源部において、ユーザーの入手が容易な自然エネルギーである太
陽光を用いたり、ユーザー（装着者）の腕の動きを用いたりして発電するため、環境に影
響を生じない所謂クリーンエネルギーを動力源（電源）とすることができる。
【００２２】
　［適用例９］上記適用例に記載のリスト機器において、他の電子機器との間において、
信号を送受信する通信部を備え、前記通信部は、無線通信または有線通信により信号の送
受信を行うことが好ましい。
【００２３】
　本適用例によれば、位置情報や複数のセンサーによって検知された情報を、例えばパー
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ソナルコンピューター（ＰＣ）やモバイル機器などの電子機器に送信して確認することが
できる。リスト機器は、携帯性から比較的小さな表示部となってしまうが、それと比較す
るとこれらの電子機器は、大型の表示部を用いているため、必要な情報を見やすく表示す
ることができる。また、ユーザーと他のユーザーとの間での情報のやり取りを行なうこと
ができる。
【００２４】
　［適用例１０］上記適用例に記載のリスト機器において、前記指示針は、前記指示針と
接続された回転軸、および前記回転軸を回転させる駆動部によって回動されることが好ま
しい。
【００２５】
　本適用例によれば、情報を回動可能な指示針によってアナログ表示することから、小型
の表示部を構成することが可能となり、機器全体を小型にできファッション性を高めるこ
とができるとともに、装着感を向上させることができる。
【００２６】
　［適用例１１］上記適用例に記載のリスト機器において、前記表示部は、デジタル表示
によって表示されるデジタル表示部を備えていることが好ましい。
【００２７】
　本適用例によれば、表示部に備えられたデジタル表示部に指示針をデジタル表示させる
ことで、デザインや表示情報を容易に変更することが可能となる。
【００２８】
　［適用例１２］上記適用例に記載のリスト機器において、前記デジタル表示部は、電気
泳動ディスプレイモジュール、有機エレクトロルミネッセンスディスプレイ、および液晶
ディスプレイの少なくとも一つを用いていることが好ましい。
【００２９】
　本適用例によれば、容易にデジタル表示を行なうことができる。なお、電気泳動ディス
プレイモジュール（ＥＰＤ）を用いれば、消費電力が抑えられるとともに、明るいところ
での視認性がよい。また、有機エレクトロルミネッセンス（ＯＬＥＤ）を用いたディスプ
レイによれば、発色が良く、且つ輝度を高くすることができる。また、液晶（ＬＣＤ）を
用いたディスプレイによれば、安価であり、且つ温度変化に対する影響を小さくすること
ができる。
【００３０】
　［適用例１３］上記適用例に記載のリスト機器において、前記表示部は、小窓部を備え
ていることが好ましい。
【００３１】
　本適用例によれば、複数のセンサーによって検知されたそれぞれの情報を、それぞれ異
なる小窓部に表示することができる。これにより、検知された情報を分かり易く表示する
ことができる。
【００３２】
　［適用例１４］上記適用例に記載のリスト機器において、前記小窓部は、１個以上４個
以下の数で設けられていることが好ましい。
【００３３】
　本適用例によれば、小窓部の数を１個以上４個以下とすることにより、小窓部を視認性
のよい適度な大きさに設定することができる。換言すれば、小窓部を５個以上とすると、
表示部の限られたスペースの中では、それぞれの小窓部が小さくなってしまい、表示され
ている情報の視認性が低下し、一見での視認が困難となる。
【００３４】
　［適用例１５］上記適用例に記載のリスト機器において、前記複数のセンサーのそれぞ
れに対応した動作を行う動作モードを複数有し、前記小窓部の少なくとも一つは、前記動
作モードそれぞれに対応したモード表示部が設けられていることが好ましい。
【００３５】
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　本適用例によれば、複数のセンサーによって検知された複数の情報の内のいずれの動作
モードの情報が表示されているかを容易に識別することができる。
【００３６】
　［適用例１６］上記適用例に記載のリスト機器において、前記ケースは、金属で構成さ
れていることが好ましい。
【００３７】
　本適用例によれば、ケースに収容されているセンサーの検知結果に影響するケースの外
部からの外乱ノイズを遮蔽することができる。また、高級感を感じさせたりファッション
性を高めたりすることができる。
【００３８】
　［適用例１７］上記適用例に記載のリスト機器において、前記受信部に備えられている
アンテナは、リングアンテナ、およびパッチアンテナの少なくとも一方であることが好ま
しい。
【００３９】
　本適用例によれば、小型機器に容易に定容（収容）することができる。例えば、リング
アンテナを用いれば、受信感度を向上させることができ、パッチアンテナを用いれば、セ
ンサーの配置レイアウトなど機器の設計自由度を高めることができる。
【００４０】
　［適用例１８］上記適用例に記載のリスト機器において、クロノグラフ機能、およびデ
ュアルタイム機能の少なくとも一方を備えていることが好ましい。
【００４１】
　本適用例によれば、さらに、ユーザーの欲する種々の時計（計時）情報を提供すること
が可能となる。
【００４２】
　［適用例１９］上記適用例に記載のリスト機器において、前記情報は、アナログとデジ
タルとを併用して表示されることが好ましい。
【００４３】
　本適用例によれば、アナログによる表示とデジタルによる表示とを併用することにより
、提示できる情報の種類や情報量を増やすことができる。
【００４４】
　［適用例２０］上記適用例に記載のリスト機器において、前記衛星信号に含まれる時刻
情報を取得して現在時刻を補正する時刻補正部を備えていることが好ましい。
【００４５】
　本適用例によれば、衛星信号に含まれる時刻情報を取得して現在時刻を補正する時刻補
正部によって補正された時刻情報を得ることができる。
【００４６】
　［適用例２１］上記適用例に記載のリスト機器において、前記時刻表示部は、前記衛星
信号と異なる周波数の電波を受信する第２受信部を備え、前記時刻補正部は、前記受信部
または前記第２受信部による受信の結果に基づいて、時刻の補正を行うことが好ましい。
【００４７】
　本適用例によれば、例えば電波の受信できない場所にいる場合などで、いずれか一方の
電波を受信することができなくても、他方の電波を適用して時刻の補正を行うことにより
、常に正確な計時を継続して表示することができる。
【００４８】
　［適用例２２］上記適用例に記載のリスト機器において、他のセンサー機器と接続され
、前記他のセンサー機器の検知した第２物理情報を、前記指示針を用いて前記表示部に表
示することが好ましい。
【００４９】
　本適用例によれば、当該リスト機器では検知できない情報、例えば第２物理情報などを
、他のセンサー機器によって検知し、その情報を当該リスト機器の表示部に指示針を用い
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て表示することが可能となるなど、使い勝手を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００５０】
【図１Ａ】本発明のリスト機器の第１実施形態に係るセンサー付き電子時計を含むＧＰＳ
の全体図。
【図１Ｂ】第１実施形態に係るセンサー付き電子時計の概略を示す斜視図。
【図２】第１実施形態に係るセンサー付き電子時計の構成を示す機能ブロック図。
【図３】第１実施形態に係るセンサー付き電子時計の本体部（表示部）の概略を示す平面
図。
【図４】図３に示すセンサー付き電子時計の６時側に設けられた円形の小窓（小窓部）で
ある６時情報表示部を拡大して示す平面図。
【図５】２時情報表示部を拡大して示す平面図。
【図６】第１実施形態に係る６時情報表示部の駆動系を示す断面図。
【図７】第１実施形態に係る６時情報表示部の駆動系を示す平面図。
【図８Ａ】変形例１に係る６時情報表示部において、表示モードを表示させる場合の仕組
みを示す平面図。
【図８Ｂ】変形例１に用いる回転板の一例を示す平面図。
【図８Ｃ】変形例１に用いる回転板の他の例を示す平面図。
【図９】変形例２に係る６時情報表示部を示す平面図。
【図１０】変形例３に係る受信部の構成を示す機能ブロック図。
【図１１】第２実施形態に係るセンサー付き電子時計の概略を示す斜視図。
【図１２】第２実施形態に係るセンサー付き電子時計の構成を示す機能ブロック図。
【図１３】第２実施形態に係るセンサー付き電子時計の変形例の概略を示す斜視図。
【図１４】バックル部の構成例を概略的に示す正面図。
【図１５】第３実施形態に係るセンサー付き電子時計の概略を示す斜視図。
【図１６】第３実施形態に係るセンサー付き電子時計の構成を示す機能ブロック図。
【図１７】変形例に係るセンサー付き電子時計の概略を示す斜視図。
【発明を実施するための形態】
【００５１】
　以下、図面を参照しながら本発明に係る実施の形態を説明する。なお、図面において各
部の寸法や縮尺は実際のものと適宜異なる。また、以下に記載する実施の形態は、本発明
の好適な具体例であるから技術的に好ましい種々の限定が付されているが、本発明の範囲
は、以下の説明において特に本発明を限定する旨の記載がない限り、これらの形態に限ら
れるものではない。
【００５２】
＜第１実施形態＞
　図１Ａ、図１Ｂ、図２、および図３を参照して、本発明のリスト機器の第１実施形態に
係るセンサー付き電子時計について説明する。図１Ａは、本発明のリスト機器の第１実施
形態に係るセンサー付き電子時計を含むＧＰＳ（Global Positioning System）の全体図
である。図１Ｂは、第１実施形態に係るセンサー付き電子時計の概略を示す斜視図である
。図２は、第１実施形態に係るセンサー付き電子時計の構成を示す機能ブロック図である
。図３は、第１実施形態に係るセンサー付き電子時計の標高計測モードの表示部を示す平
面図である。
【００５３】
　図１Ａ、図１Ｂ、図２、および図３に示す、リスト機器の第１実施形態に係るセンサー
付き電子時計Ｗは、ＧＰＳ衛星８からの電波（衛星信号）を受信して内部時刻を修正する
腕時計の機能と、ＧＰＳ時刻情報と軌道情報とを使用して測位計算（位置情報の取得）機
能と、複数のセンサーによって物理量の情報を検知する機能と、を備えている。そして、
センサー付き電子時計Ｗは、ユーザー（装着者）の腕と接触する側の面の反対側の面側に
位置する表示部５（図１Ｂ、図２参照）において、時刻の情報、位置情報、および物理量
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の情報などを、指示針１，２，３３，３４，４１，４２，７１，７２などによって表示す
る。
【００５４】
　図２に示すように、第１実施形態に係るセンサー付き電子時計Ｗは、ＧＰＳ衛星８から
のＧＰＳ時刻情報と軌道情報とを含む高周波の電波（位置情報）を受信する受信部１０５
と、例えば加速度、気圧、高度、方位などの物理量の情報を検知する、加速度センサー１
０１、圧力センサー１０２、方位センサー１０３などの複数のセンサーと、を備えている
。また、センサー付き電子時計Ｗは、他のセンサー機器（不図示）や他の電子機器などと
の信号を送受信する通信部１０４を備えている。また、センサー付き電子時計Ｗは、位置
情報、および複数のセンサーによって検知されたそれぞれの情報に基づく指示情報を生成
し、指示情報の表示を指示する制御部１１０と、制御部１１０からの指示に基づいて、指
示針１，２，３３，３４，４１，４２，７１，７２などによって指示情報を表示する表示
部５と、を備えている。また、センサー付き電子時計Ｗは、制御部１１０、加速度センサ
ー１０１、圧力センサー１０２、方位センサー１０３、通信部１０４、受信部１０５、な
どを含む電気回路系１０７を駆動させる電源として、自己発電機能を備えた電源部１０６
を備えている。
【００５５】
　図１Ａに示すように、ＧＰＳ衛星８は、地球の上空において、所定の軌道上を周回する
位置情報衛星の一例である。ＧＰＳ衛星８は、航法メッセージが重畳された高周波の電波
、例えば１．５７５４２ＧＨｚの電波（Ｌ１波）を地上に送信している。以降の説明では
、航法メッセージが重畳された１．５７５４２ＧＨｚの電波を衛星信号という。衛星信号
は、右旋偏波の円偏波である。
【００５６】
　現在、複数のＧＰＳ衛星８（図１Ａにおいては、４個のみを図示）が存在している。衛
星信号がどのＧＰＳ衛星８から送信されたかを識別するために、各ＧＰＳ衛星８はＣ／Ａ
コード（Coarse／Acquisition Code）と呼ばれる１０２３ｃｈｉｐ（１ｍｓ周期）の固有
のパターンを衛星信号に重畳する。Ｃ／Ａコードは、各ｃｈｉｐが＋１、または－１のい
ずれかであり、ランダムパターンのように見える。したがって、衛星信号と各Ｃ／Ａコー
ドのパターンの相関をとることにより、衛星信号に重畳されているＣ／Ａコードを検出す
ることができる。
【００５７】
　ＧＰＳ衛星８は原子時計を搭載している。衛星信号には、原子時計で計時された極めて
正確なＧＰＳ時刻情報が含まれている。地上のコントロールセグメントにより、各ＧＰＳ
衛星８に搭載されている原子時計のわずかな時刻誤差が測定されている。衛星信号には、
その時刻誤差を補正するための時刻補正パラメーターも含まれている。センサー付き電子
時計Ｗは、１つのＧＰＳ衛星８から送信された衛星信号（電波）を受信し、その中に含ま
れるＧＰＳ時刻情報と時刻補正パラメーターとを使用して時刻情報を取得する。この時刻
情報を取得することができる動作モードを「測時モード」と称し、所得した時刻情報を使
用してセンサー付き電子時計Ｗの内部時刻（分と秒）を修正することができる。
【００５８】
　衛星信号には、ＧＰＳ衛星８の軌道上の位置を示す軌道情報も含まれている。センサー
付き電子時計Ｗは、ＧＰＳ時刻情報と軌道情報とを使用して測位計算を行うことができる
。測位計算は、センサー付き電子時計Ｗの内部時刻にある程度の誤差が含まれていること
を前提として行われる。すなわち、センサー付き電子時計Ｗの三次元の位置を特定するた
めのｘ，ｙ，ｚパラメーターに加えて時刻誤差も未知数になる。そのため、センサー付き
電子時計Ｗは、例えば三つ以上のＧＰＳ衛星８からそれぞれ送信された衛星信号（電波）
を受信し、その中に含まれるＧＰＳ時刻情報と軌道情報を使用して測位計算を行い、現在
地の位置情報を取得する。この位置情報を取得することができる動作モードを、測位モー
ドと称し、取得した位置情報に基づいて時差が修正され、自動的に現地時刻を表示するこ
とができる。測位モードでの受信動作は、前記した測時モードでの受信動作と比較して消
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費電力が大きいため、時差修正が必要のない使用環境での内部時刻の修正動作（手動受信
あるいは自動受信）は、測時モードで実行されることが好ましい。
【００５９】
　図１Ｂに示すように、センサー付き電子時計Ｗは、ユーザー（装着者）の所与の部位（
例えば、手首）に装着され、現在時刻、およびユーザーの位置情報や移動情報（物理量の
情報）などを表示する。センサー付き電子時計Ｗは、ユーザーに装着されて現在時刻、お
よびユーザーの位置情報や移動情報（物理量の情報）などを検知したり表示したりする機
器本体１００と、機器本体１００に取り付けられ機器本体１００をユーザーに装着するた
めのバンド部３１，３２と、を有する。なお、センサー付き電子時計Ｗには、現在時刻、
およびユーザーの位置情報や移動情報（物理量の情報）に加えて、例えば脈波情報などの
生体情報を検出し、表示する機能を設けてもよい。
【００６０】
　機器本体１００は、ユーザーへの装着側にボトムケース１２が配置され、ユーザーへの
装着側と反対側には、トップケース１１が配置されている。ボトムケース１２およびトッ
プケース１１は、例えばステンレススチールなどの金属、もしくは樹脂などによって形成
することができるが、金属によって構成することが好ましい。ケースとしてのボトムケー
ス１２およびトップケース１１が金属によって構成されていることにより、ボトムケース
１２およびトップケース１１に収容されている複数のセンサーの検知結果に影響する外部
からの外乱ノイズを遮蔽することができる。また、高級感を感じさせたりファッション性
を高めたりすることができる。また、トップケース１１とボトムケース１２とに分離され
る態様のものでなくてもよく、一体構造のケース部と、ケース部のユーザーへの装着側に
、裏蓋が設けられている構成でもよい。
【００６１】
　機器本体１００の一方側であるトップ側（トップケース１１）には、ベゼル１９が設け
られるとともに、このベゼル１９の内側に配置されて内部構造を保護する天板部分（外壁
）としてのガラス板１８が設けられている。機器本体１００は、ガラス板１８を介して、
ガラス板１８の直下に設けられる文字板１０を含む表示部５を備え、表示部５の表示をユ
ーザーが閲覧可能な構成としてもよい。つまり本実施形態のセンサー付き電子時計Ｗでは
、検出した位置情報や移動情報（物理量の情報）、或いは時刻情報などの種々の情報を表
示部５に表示し、当該表示を機器本体１００のトップ側からユーザーに提示するものであ
ってもよい。なお、表示部５に表示される情報は、例えば受信部で受信した衛星信号に含
まれる情報そのもの、受信した衛星信号を処理して得られた現在時刻、現在位置、移動距
離や速度などである。あるいは、各種センサーによって検知した例えば歩数、気圧、高度
、方位、温度、湿度などの物理量や、脈波、脈拍、血圧、体温など生体情報である。ある
いは、センサー付き電子時計Ｗが取得した情報に基づいて新たに生成される情報であって
も良い。あるいは、目標値に対する目標達成度や比較値（例えばプラスやマイナスを用い
て表示）、目標値（ゴール）に対する情報（例えば、距離、歩数、時間、前回計測値との
差など）であっても良い。また、機器本体１００の側面には、例えば表示部５に表示され
る表示モードを切り替えたり、指示針の運針の開始や停止を切り替えたりする複数のボタ
ン１３，１５が設けられている。
【００６２】
　なお、ここでは機器本体１００の天板部分をガラス板１８により実現する例を示したが
、表示部５を閲覧可能な透明部材であり、表示部５などのトップケース１１とボトムケー
ス１２の内部に含まれる構成を保護可能な程度の強度を有する部材であれば、透明のプラ
スチックなど、ガラス以外の材料により天板部分を構成することが可能である。また、ベ
ゼル１９が設けられた構成例を示したが、ベゼル１９の設けられていない構成であっても
よい。また、ベゼル１９の表面に太陽光などによる発電機能を有するソーラーセル（不図
示）を配置してもよい。
【００６３】
　図２に示すように、センサー付き電子時計Ｗは、制御部１１０、複数のセンサー（加速
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度センサー１０１、圧力センサー１０２、方位センサー１０３）、通信部１０４、受信部
１０５、および駆動部としてのステップモーター５１～５５を含む電気回路系１０７と、
情報を表示する表示部５と、電気回路系１０７を駆動する電源部１０６と、ボタン１３～
１５とを含んでいる。なお、複数のセンサーとして、加速度センサー１０１、圧力センサ
ー１０２、方位センサー１０３の三つのセンサーを例示しているが、いずれかのセンサー
が含まれていればよい。
【００６４】
　センサー付き電子時計Ｗは、備えられている複数のセンサーに対応した動作を行う動作
モードを複数有している。例えば、加速度センサー１０１は、ユーザーの移動方向や移動
量を計測することができる。圧力センサー（気圧センサー）１０２は、計測された気圧値
に基づいてユーザーの居る場所（現在位置）の標高（高度）に係る情報を得ることができ
る。方位センサー（地磁気センサー）１０３は、ユーザーの向いている方角（方位）、例
えば北の方位を計測することができる。また、加速度センサー１０１によって計測された
加速度の方向（移動方向）と、方位センサー（地磁気センサー）１０３によって計測され
た地磁気の方向（方位）との関連性により、例えば細密な移動実績の把握や運動量に係る
情報を得ることができる。ここで、加速度、気圧（標高）は、それぞれ、数値で示される
物理量（物理情報）の一例である。
【００６５】
　通信部１０４は、他のセンサー機器Ｃ（図１７参照）と通信することが可能であり、他
のセンサー機器Ｃによって計測された情報のやり取りを行なうことができる。受信部１０
５は、アンテナ１０９を含み、衛星信号を受信する機能を有する。なお、アンテナ１０９
は、リングアンテナ、およびパッチアンテナの少なくとも一方であることが好ましい。こ
のようなアンテナ１０９とすることにより、小型の機器に容易に定容（収容）することが
できる。例えば、リングアンテナを用いれば、受信感度を向上させることができ、パッチ
アンテナを用いれば、センサーの配置レイアウトなど機器の設計自由度を高めることがで
きる。また、ボタン１３，１４，１５は、ユーザーの操作を受けることができる。
【００６６】
　センサー付き電子時計Ｗは、さらに、表示部５の指示針（時針）１、指示針（分針）２
を駆動する駆動部としてのステップモーター５１と、表示部５の計測指示針（指示針）３
３を駆動する駆動部としてのステップモーター５２と、１０時情報表示部３の指示針（秒
針）３４を駆動する駆動部としてのステップモーター５３と、６時情報表示部４の指示針
（第１指示針）４２および指示針（第２指示針）４１を駆動する駆動部としてのステップ
モーター５４と、２時情報表示部７の計測指示針７１，７２を駆動する駆動部としてのス
テップモーター５５と、を含んでいる。
【００６７】
　制御部１１０は、センサー付き電子時計Ｗを制御する。制御部１１０は、例えばＣＰＵ
等のプロセッサーにて構成される。制御部１１０は、例えば不図示の内部時計で時刻（内
部時刻）を計時し、受信部１０５が受信した衛星信号を用いて内部時刻を修正する。
【００６８】
　また、制御部１１０は、複数のセンサー（加速度センサー１０１、圧力センサー１０２
、方位センサー１０３など）の検知した物理量の情報を処理し、表示部５の表示内容を制
御する。制御部１１０は、処理した物理量のデータに基づいて、ステップモーター５１～
５５を動作させ、表示部５に情報を表示する。
【００６９】
　なお、表示部５の表示は、制御部１１０の処理した物理量のデータに依らず、複数のセ
ンサー（加速度センサー１０１、圧力センサー１０２、方位センサー１０３など）の検知
した物理量の情報を、そのまま表示することとしてもよい。
【００７０】
　ボタン１３は、例えば時刻表示モード下でストップウォッチ機能を開始するためのユー
ザー操作（押下操作）と、ストップウォッチ機能を終了するためのユーザー操作（押下操
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作）を受ける。ボタン１４は、例えば表示モードを切り替えるためのユーザー操作（押下
操作）を受ける。ボタン１５は、例えば標高表示モード下で標高の計測を開始するための
ユーザー操作（押下操作）と、方位表示モード下で方位の計測を開始するためのユーザー
操作（押下操作）と、気圧表示モード下で気圧の計測を開始するためのユーザー操作（押
下操作）と、を受ける。なお、ボタン１５は、ボタン１３の代わりに、時刻表示モード下
でストップウォッチ機能を開始するためのユーザー操作（押下操作）と、ストップウォッ
チ機能を終了するためのユーザー操作（押下操作）を受けてもよい。このように、複数の
ボタン１３～１５や竜頭などが設けられていることにより、ユーザーの操作性を向上させ
ることができる。
【００７１】
　制御部１１０、加速度センサー１０１、圧力センサー１０２、方位センサー１０３、通
信部１０４、受信部１０５およびステップモーター５１～５５を含む電気回路系１０７は
、発電部１２０や二次電池（蓄電池）１０８を含む電源部１０６を電源として駆動する。
【００７２】
　電源部１０６は、自己発電機能を備えた発電部１２０と、発電部１２０によって発電さ
れた電気エネルギーを充電可能な二次電池（蓄電池）１０８とを有している。発電部１２
０は、例えば太陽光などの光エネルギーをソーラーセルを用いて電気エネルギーに変換す
る光発電システム、もしくはユーザーの腕の動きによって回動する回転錘の運動エネルギ
ーを電気エネルギーに変換する所謂自動巻き発電システムなどによって構成することがで
きる。なお、本実施形態では、光発電システムおよび自動巻き発電システムの少なくとも
一方を備えていればよい。
【００７３】
　発電部１２０の一例として示す光発電システムを構成するソーラーセル（不図示）は、
表示部５の文字板１０（図３参照）面やベゼル１９の表面などに配置することができる。
ソーラーセルは、太陽光や蛍光灯などの光を受けて発電することができ、発電された電気
エネルギーは、二次電池（蓄電池）１０８に蓄えられ、時計を動かすエネルギーや各種セ
ンサーを駆動するエネルギーとして使用される。また、発電部１２０の一例として示す自
動巻き発電システム（不図示）は、ユーザーの腕の動きによって回動する概半円形の回転
錘の運動を使って永久磁石をコイルの近くで回転させ、コイルに生じた電流（電気エネル
ギー）が二次電池（蓄電池）１０８に蓄えられ、時計を動かすエネルギーや各種センサー
を駆動するエネルギーとして使用される。
【００７４】
　このように、電源部１０６において、ユーザーの入手が容易な自然エネルギーである太
陽光を用いたり、ユーザー（装着者）の腕の動きを用いたりして発電する発電システムを
用いるため、環境に影響を生じない所謂クリーンエネルギーを動力源（電源）とすること
ができる。また、自己発電機能が備えられた電源部１０６により、センサー付き電子時計
Ｗの消費電力を自己発電によって賄うことができ、比較的消費電力の大きなＧＰＳなどの
機能や複数のセンサーなどを搭載することができる。
【００７５】
　次に、図３、図４、および図５を参照してセンサー付き電子時計Ｗの詳細な構成および
動作について説明する。なお、図４は、図３に示すセンサー付き電子時計の６時側に設け
られた円形の小窓（小窓部）である６時情報表示部を拡大して示す平面図である。図５は
、図３に示すセンサー付き電子時計の２時側に設けられた円形の小窓（小窓部）である２
時情報表示部を拡大して示す平面図である。
【００７６】
　図３に示すように、センサー付き電子時計Ｗは、時刻情報を含む電波を受信し、その時
刻情報に基づいて表示時刻を修正する。センサー付き電子時計Ｗには、機器本体１００を
構成するダイヤルリング１７の内周側に文字板１０を含む表示部５が配置され、ダイヤル
リング１７の外周側には、ダイヤルリング１７と同心円状にベゼル１９が配置されている
。表示部５には、センター指針としての指示針（時針）１、指示針（分針）２、指示針と
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しての計測指示針３３が取り付けられている。また、表示部５の指示針（時針）１に対応
する位置には、１２時間制の目盛５ａが環状に形成されている。
【００７７】
　また、表示部５の１０時を示す方向には、副針としての指示針（秒針）３４が取り付け
られた円形の小窓部である１０時情報表示部３が形成されている。また、表示部５の６時
を示す方向には、指示針（第１指示針）４２および指示針（第２指示針）４１が取り付け
られた円形の小窓部である６時情報表示部４が形成されている。また、表示部５の２時を
示す方向には、指示針（計測指示針）７１，７２が取り付けられた円形の小窓部である２
時情報表示部７が形成されている。
【００７８】
　上述のように本実施形態では、１０時情報表示部３、６時情報表示部４、および２時情
報表示部７の３個の円形の小窓部を備える例を示したが、小窓部の配置数はこれに限らな
い。小窓部の配置数は、１個以上４個以下の数で設けられていることが好ましい。また、
小窓部の設けられている位置は、例示の位置に限らず、いずれの位置に配置されてもよい
。また、小窓部は、円形に限らず、他の形状であってもよい。
【００７９】
　何故なら、小窓部を１個以上設けることにより、センサーによって検知されたそれぞれ
の動作モードの情報を、小窓部を用いて表示することにより検知された情報を分かり易く
表示することができる。また、複数の小窓部とすれば、複数のセンサーによって検知され
たそれぞれの動作モードの情報を、それぞれ異なる小窓部に表示することができ、種々の
情報を更に分かり易く表示することができる。また、小窓部の数を４個以下とすることに
より、小窓部を視認性のよい適度な大きさに設定することができる。換言すれば、小窓部
を５個以上とすると、表示部の限られたスペースの中では、それぞれの小窓部が小さくな
ってしまい、表示されている情報の視認性が低下し、一見での視認が困難となる。
【００８０】
　図４に示すように、センサー付き電子時計Ｗの６時情報表示部４には、表示モードとし
て、時刻を表示する時刻表示モード（ＴＩＭＥ）と、標高を表示する標高表示モード（Ａ
ＬＴ）と、気圧を表示する気圧表示モード（ＢＡＲ）と、方位を表示する方位表示モード
（ＣＯＭ）と、他の指標を表示するオプション表示モード（ＯＰ）と、を有している。こ
こで、オプション表示モードは、例えば生体情報や移動量（運動量）など、他の指標を表
示するモードである。
【００８１】
　また、時刻表示モード（ＴＩＭＥ）では、時刻表示機能、および二つ以上の時刻を表示
することができるデュアルタイム機能などの時刻表示を行うことができる。また、時刻表
示モード（ＴＩＭＥ）では、時刻表示に加え、クロノグラフ機能（ストップウォッチ機能
）が有効となる。このような時刻表示の機能を備えていることにより、ユーザーの欲する
種々の時計（計時）情報を提供することが可能となる。
【００８２】
　なお、オプション表示モードは、図１７に示すように、例えば脈拍センサーなどの生体
情報を測定する他のセンサー機器Ｃが無線または有線でセンサー付き電子時計Ｗに接続さ
れ、該センサー機器Ｃが測定した生体情報をセンサー付き電子時計Ｗに表示するモードと
することができる。なお、オプション表示モードは、このような生体情報を表示するモー
ドに限らず、例えば、運動情報やエネルギー消費情報などの第２物理情報を検知する加速
度センサーを備えた他のセンサー機器Ｃによる他のモード（他の指標）に適宜変更可能で
ある。このように、当該センサー付き電子時計Ｗでは検知できない情報、例えば運動情報
やエネルギー消費情報などの第２物理情報や生体情報などを、他のセンサー機器Ｃによっ
て検知し、その情報をセンサー付き電子時計Ｗの表示部５に表示することができる。これ
により、リストに装着するための限られたスペースのセンサー付き電子時計Ｗであっても
、種々の情報の取得が可能となり、使い勝手を向上させることができる。
【００８３】
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　ユーザーの位置情報や移動情報（物理量の情報）の内の、いずれの動作モードが表示さ
れているかを示す表示モードは、図３に示すように、６時情報表示部４内の指示針４２に
て指示される領域の切り替えに応じて切り替えられる。このように、小窓部の少なくとも
一つに、複数のセンサーのそれぞれに対応した動作を行なう動作モードとしてのユーザー
の位置情報や移動情報（物理量の情報）の内の、各動作モードに対応したモード表示部が
設けられる。このような、小窓部によるモード表示部に、いずれの動作モードの情報であ
るかを示すことにより、複数の情報の内のいずれの動作モードの情報が表示されているか
を容易に識別することができる。
【００８４】
　表示モードは、制御部１１０によって管理される。制御部１１０は、例えばユーザーの
ボタン１４に対する押下操作に応じて、表示モードを切り替える。
【００８５】
　６時情報表示部４は、表示モード（時刻表示モードと、標高表示モードと、気圧表示モ
ードと、方位表示モードと、オプション表示モード）を指示針（第１指示針）４２によっ
て表示し、電池残量等を指示針（第２指示針）４１によって表示する。
【００８６】
　時刻表示モードでは、時刻は、指示針（時針）１と、指示針（分針）２と、１０時情報
表示部３の指示針（秒針）３４と、によって表示される。つまり、６時情報表示部４内の
指示針（第１指示針）４２が"ＴＩＭＥ"の領域４４ａを指示している場合（表示モードが
時刻表示モードである場合）、指示針（時針）１と、指示針（分針）２と１０時情報表示
部３の指示針（秒針）３４とによって時刻が表示される。なお、指示針（時針）１と、指
示針（分針）２とは、時刻表示モード以外のいずれの表示モード下でも、時刻（時と分）
を示す。
【００８７】
　なお、６時情報表示部４の表示部４ａには、図４に示すように、「計測中」を示す"Ｍ
ＥＡＳ"の文字４３ｂと、センサー付き電子時計Ｗの電源である二次電池１０８の残量を
示す電池残量メーター４３ｃが配置されている。
【００８８】
　図４に示すように、６時情報表示部４では、標高表示モードに対応する"ＡＬＴ"の領域
４４ｂと、方位表示モードに対応する"ＣＯＭ"の領域４４ｃと、気圧表示モードに対応す
る"ＢＡＲ"の領域４４ｄが、"ＡＬＴ"の領域４４ｂ、"ＣＯＭ"の領域４４ｃ、"ＢＡＲ"の
領域４４ｄの順に並べて配置されている。
【００８９】
　また、"ＡＬＴ"の領域４４ｂの"ＣＯＭ"の領域４４ｃ側との反対側に、時刻表示モード
に対応する領域（"ＴＩＭＥ"の領域）４４ａが配置されている。"ＢＡＲ"の領域４４ｄの
"ＣＯＭ"の領域４４ｃ側との反対側に、オプション表示モードに対応する領域（"ＯＰ"の
領域）４４ｅが配置されている。
【００９０】
　指示針４２は、"ＴＩＭＥ"の領域４４ａを指示することで、表示モードが時刻表示モー
ドであることを表示する。指示針４２は、"ＡＬＴ"の領域４４ｂを指示することで、表示
モードが標高表示モードであることを表示する。指示針４２は、"ＣＯＭ"の領域４４ｃを
指示することで、表示モードが方位表示モードであることを表示する。指示針４２は、"
ＢＡＲ"の領域４４ｄを指示することで、表示モードが気圧表示モードであることを表示
する。指示針４２は、"ＯＰ"の領域４４ｅを指示することで、表示モードがオプション表
示モードであることを表示する。そして、指示針４２の回転方向（周回方向）において、
"ＡＬＴ"の領域４４ｂと"ＣＯＭ"の領域４４ｃとの間の距離が、"ＡＬＴ"の領域４４ｂと
"ＢＡＲ"の領域４４ｄとの間の距離よりも短くなっており、かつ、"ＣＯＭ"の領域４４ｃ
と"ＢＡＲ"の領域４４ｄとの距離が、"ＡＬＴ"の領域４４ｂと"ＢＡＲ"の領域４４ｄとの
間の距離よりも短くなっている。
【００９１】
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　各表示モードに対応する領域は、利用シーンを考慮して配置されている。日常生活時で
は、一般的に、時刻表示モードの使用頻度が高い。このため、"ＴＩＭＥ"の領域４４ａ（
時刻表示モードに対応）が、最も視認しやすい１２時の位置に配置されている。
【００９２】
　また、登山等のアウトドアスポーツでの利用シーンでは、標高表示モードおよび方位表
示モードが利用される可能性が高い。このため、登山等のアウトドアスポーツでの利用シ
ーンで指示針４２にて指示される可能性の高い"ＡＬＴ"の領域４４ｂ（標高表示モードに
対応）および"ＣＯＭ"の領域４４ｃ（方位表示モードに対応）が、"ＴＩＭＥ"の領域４４
ａに続いて、この順に配置されている。
【００９３】
　なお、方位表示モード（"ＣＯＭ"の領域４４ｃに対応）は、登山等のアウトドアスポー
ツでの利用シーンのほかに、ヨットの航行等のマリンスポーツでの利用シーンでも使用さ
れる可能性が高い。また、ヨットの航行等のマリンスポーツでの利用シーンでは、方位表
示モード（"ＣＯＭ"の領域４４ｃに対応）と同様に、気圧表示モード（"ＢＡＲ"の領域４
４ｄに対応）が利用される可能性が高い。このため、"ＣＯＭ"の領域４４ｃの隣に"ＢＡ
Ｒ"の領域４４ｄ（気圧表示モードに対応）が配置されている。
【００９４】
　このように、同一の利用シーンで使用される可能性の高い領域間の距離（"ＡＬＴ"の領
域４４ｂと"ＣＯＭ"の領域４４ｃとの間の距離や、"ＣＯＭ"の領域４４ｃと"ＢＡＲ"の領
域４４ｄとの間の距離）が、同一の利用シーンで使用される可能性の低い領域間の距離（
"ＡＬＴ"の領域４４ｂと"ＢＡＲ"の領域４４ｄとの間の距離）よりも短い。このため、同
一の利用シーンで指示される可能性の高い領域の間での指示針４２の指示位置の切り替え
時間を、同一の利用シーンで指示される可能性の低い領域の間での指示針４２の指示位置
の切り替え時間よりも短くできる。よって、同一の利用シーンにおける指示針４２の指示
位置の切り替えに時間がかかりすぎてしまうことを抑制可能になる。
【００９５】
　標高表示モードでの標高、気圧表示モードでの気圧、オプション表示モードでの脈拍は
、図３に示したセンサー付き電子時計Ｗの２時側の円形の２時情報表示部７と、環状のダ
イヤルリング１７に１００分割された目盛および計測指示針３３によって表示される。
【００９６】
　具体的には、２時情報表示部７では、計測値（標高、気圧、脈拍）の１０００の位の値
を計測指示針７１が表示し、該計測値の１００の位の値を計測指示針７２が表示する。計
測指示針３３は、該計測値の１０の位の値と１の位の値とをダイヤルリング１７の目盛（
１００分割）を用いて表示する。例えば、６時情報表示部４内の指示針４２が"ＡＬＴ"の
領域４４ｂを指示している場合、２時情報表示部７と計測指示針３３とによって、標高の
計測値が表示される。また、６時情報表示部４内の指示針４２が"ＢＡＲ"の領域４４ｄを
指示している場合、２時情報表示部７と計測指示針３３とによって、気圧の計測値が表示
される。
【００９７】
　方位表示モードでの、例えば北の方位は、計測指示針３３が北の方角を指し示すことに
よって表示される。つまり、６時情報表示部４内の指示針４２が"ＣＯＭ"の領域４４ｃを
指示している場合、計測指示針３３によって北の方角が表示される。この場合、２時情報
表示部７では、計測指示針７１，７２に目盛り７４ａ（数値「０」）が表示される。
【００９８】
　時刻表示モードでの時刻は、時を示す指示針（時針）１と、分を示す指示針（分針）２
と、秒を示す１０時側の円形の小窓部である１０時情報表示部３の指示針（秒針）３４と
によって表示される。つまり、６時情報表示部４内の指示針４２が"ＴＩＭＥ"の領域４４
ａを指示している場合、指示針（時針）１と指示針（分針）２と１０時情報表示部３の指
示針（秒針）３４とによって、時刻が表示される。なお、指示針（時針）１と指示針（分
針）２とは、他のいずれの表示モード下でも、時刻（時と分）を示す。ここで、図３およ
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び図４について補足すると、図３は、表示モードが標高表示モード（"ＡＬＴ"）であると
きのセンサー付き電子時計Ｗを示した図であり、図４は、表示モードが時刻表示モード（
"ＴＩＭＥ"）であるときの６時情報表示部４を示した図である。
【００９９】
　表示部５には、計測指示針３３が取り付けられている。計測指示針３３は、例えば、標
高表示モード下では、気圧センサーからの出力に基づいて算出された標高の値を、計測結
果として、０～９９のうち該当する値を表示する。具体的には、計測指示針３３は、表示
部５の外周部のダイヤルリング１７に１００分割された目盛を用いて、標高の計測結果に
おける１の位および１０の位の数字を表示する。表示部５の２時を示す方向には、標高の
計測結果における１００の位と１０００の位を表示する計測指示針７１および７２が取付
けられた２時情報表示部７が形成されている。図示の例においては、計測指示針７１およ
び７２は標高１４００ｍを示し、計測指示針３３は標高６５ｍを示している。これにより
、ユーザーは、標高が１４６５ｍであることを知ることができる。
【０１００】
　表示部５の６時を示す方向に配置された６時情報表示部４に取付けられた指示針４２は
第１情報を表示し、指示針４１は第２情報を表示する。ここで、第１情報、および第２情
報は、時刻以外の情報である。
【０１０１】
　図４に詳細に示すように、６時情報表示部４の表示部４ａは、第１表示領域４４と第２
表示領域４３とを有する。第１表示領域４４と第２表示領域４３は、互いに重複しないよ
うに隣り合って配置されている。第２表示領域４３は、同心軸４０を中心とする中心角が
θ１（１０８°）の扇状をなす範囲となっている。第２表示領域４３は、指示針４１の指
示可能な領域の一例である。第１表示領域４４は、同心軸４０を中心とする中心角がθ２
（１２９°）の円弧状の範囲となっている。第１表示領域４４は、指示針４２の指示可能
な領域の一例である。第１表示領域４４および第２表示領域４３は、同心軸４０における
回転角度によって複数の表示単位に分割されている。
【０１０２】
　第２表示領域４３には、電池残量を示す領域（電池残量メーター４３ｃ）と、センサー
付き電子時計Ｗの動作状態を示す領域（アイコン４３ａおよび文字４３ｂ）とが設けられ
ている。指示針４２は、電池残量を示す領域を指示することで電池残量を表示する。また
、指示針４２は、センサー付き電子時計Ｗの動作状態を示す領域を指示することでセンサ
ー付き電子時計Ｗの動作状態を表示する。センサー付き電子時計Ｗの動作状態としては、
時刻情報を含む電波の受信停止を意味する「無線停止中」と、指示針４２が表示する表示
モードに対応する所与の計測（時刻や標高や方位や気圧の計測）を実行中であることを意
味する「計測中」が含まれる。
【０１０３】
　本実施形態では、第２表示領域４３には、電池残量メーター４３ｃと、無線停止中を示
すアイコン４３ａと、「計測中」を示す"ＭＥＡＳ"の文字４３ｂが設けられている。"Ｍ
ＥＡＳ"の文字４３ｂが位置する領域は、第１表示領域４４と隣り合っている。
【０１０４】
　指示針４１は、第２表示領域４３において、同心軸４０を中心とする回転により、電池
残量とセンサー付き電子時計Ｗの動作状態とを択一的に表示する。一方、指示針４２は、
第１表示領域４４において、同心軸４０を中心とする回転により、現在の表示モード（時
刻表示モード、標高表示モード、方位表示モード、気圧表示モード、オプション表示モー
ドのいずれか）を表示する。なお、各表示モードは、該表示モードでの測定値の種類も示
す。例えば、時刻表示モードは、測定値の種類として時刻を示し、標高表示モードは、測
定値の種類として標高を示し、方位表示モードは、測定値の種類として方位を示し、気圧
表示モードは、測定値の種類として気圧を示し、オプション表示モードは、測定値の種類
として生体情報を示す。
【０１０５】
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　指示針４２は、指示針４１の回転を減速して指示針４２を回転させる減速機構によって
駆動される。指示針４１は、"ＭＥＡＳ"位置から"Ｅ"位置（空；エンプティー位置）まで
の１０８°の範囲を、"Ｆ"位置（フル位置）を中心に±５４°の範囲で移動して第２情報
（電池残量とセンサー付き電子時計Ｗの動作状態）を表示する。
【０１０６】
　指示針４１が"ＭＥＡＳ"位置から"Ｅ"位置までの１０８°の範囲を移動する場合、指示
針４２は、上述した減速機構によって、４．５°の範囲で表示位置を移動する。ここで、
各表示モードの表示単位（"ＴＩＭＥ"の領域、"ＡＬＴ"の領域、"ＣＯＭ"の領域、"ＢＡ
Ｒ"の領域、"ＯＰ"の領域）４４ａ～４４ｅは、角度３０°（＝０±１５°）の範囲であ
る。このため、指示針４１の回転に伴って指示針４２が４．５°の範囲で回転しても、指
示針４２の指示する領域（表示単位）は変更されず、ユーザーが指示針４２の指示する表
示モードを誤読する可能性を低くすることができる。角度３０°（＝０±１５°）は、角
度ｄθの一例である。なお、センサー付き電子時計Ｗを携帯したユーザーが航空機に搭乗
中であるときのように無線機能（時刻情報を含む電波の受信機能）が使えないときに、ユ
ーザーがボタン１３～１５のいずれかを操作すると、指示針４１が無線停止中を示すアイ
コン４３ａを指示するようになっている。
【０１０７】
　第１表示領域４４は、"ＴＩＭＥ"の領域４４ａと、"ＡＬＴ"の領域４４ｂと、"ＣＯＭ"
の領域４４ｃと、"ＢＡＲ"の領域４４ｄと、"ＯＰ"の領域４４ｅとを含む。第１表示領域
４４では、指示針４２が各表示モードの表示単位（"ＴＩＭＥ"の領域、"ＡＬＴ"の領域、
"ＣＯＭ"の領域、"ＢＡＲ"の領域、"ＯＰ"の領域）４４ａ～４４ｅを択一的に指示するこ
とにより、現在の表示モードが表示される。
【０１０８】
　本実施形態では、帯状の円弧形をなす領域に表記された文字によって、各表示モードの
表示単位４４ａ～４４ｅが示されている。具体的には、表示単位４４ａ～４４ｅとして、
"ＴＩＭＥ"（時刻）、"ＡＬＴ"（標高）、"ＣＯＭ"（コンパス：方位）、"ＢＡＲ"（気圧
）、"ＯＰ"（オプション）が示されている。
【０１０９】
　指示針４２の指示位置にて表示される表示モード、つまり、第１表示領域４４で表示さ
れる表示モードは、ボタン１４の押下操作で切り替えることができる。例えば、ボタン１
４が１回押されるごとに、指示針４１が３６０°右回転するとともに、指示針４２が、角
度ｄθの一例である３０°右回転する。このため、ボタン１４が１回押されるごとに、表
示モードが、時刻表示モード（"ＴＩＭＥ"モード）から標高表示モード（"ＡＬＴ"モード
）、方位表示モード（"ＣＯＭ"モード）、気圧表示モード（"ＢＡＲ"モード）、オプショ
ン表示モード（"ＯＰ"モード）に順次切り替わる。
【０１１０】
　また、指示針４２がオプション表示モード（"ＯＰ"モード）を指し示している状況でボ
タン１４が押されると、指示針４２が逆転して"ＴＩＭＥ"の領域４４ａ（時刻表示モード
の領域）へ移動する。なお、図４に示した例では、指示針４１が電池残量"Ｆ"（フル）を
示し、指示針４２が時刻表示モードを示している。
【０１１１】
　６時情報表示部４の表示部４ａの６時を示す方向には、カレンダーを表示する日車６を
透視するための情報表示部５ｂが形成されている。情報表示部５ｂは、第１表示領域４４
および第２表示領域４３と重複しない領域において、同心軸４０を通りかつ１２時側と６
時側とを結ぶ直線上に固定配置された一例である。情報表示部５ｂは、カレンダーの日付
を表示する。情報表示部５ｂが、同心軸４０を通り１２時側と６時側とを結ぶ直線上に、
固定配置されることで、センサー付き電子時計Ｗ全体のシンメトリーなデザインが実現さ
れる。なお、日車６は、日付の数字が表記されたリング状の表示部材であり、図示しない
駆動系により回転動作する。
【０１１２】
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　図４は、指示針４１の回転範囲と連動する指示針４２の回転範囲を示した図である。図
４に示した例では、指示針４２は、表示単位４４ａ（"ＴＩＭＥ"の領域）を指し示してい
る。指示針４２が表示単位４４ａを指示している場合、表示モードは、時刻表示モードと
なる。時刻表示モードでは、時刻表示に加え、クロノグラフ機能（ストップウォッチ）が
有効となる。
【０１１３】
　図４に示した状態でボタン１３が押下されると、図３に示した計測指示針３３が１／５
秒刻みで運針を開始し、同時に、図４に示したように６時情報表示部４の指示針４１が、
電池残量の"Ｆ"を示す位置から５４°右回転し、計測中を意味する"ＭＥＡＳ"の文字４３
ｂを示す位置に移動してくる。このとき、指示針４２は、指示針４１の回転に連動して４
．５°右に回転する。ここで、"ＴＩＭＥ"の領域の表示単位４４ａは、３０°の幅を持っ
ている。したがって、指示針４２は、依然として、"ＴＩＭＥ"の領域の表示単位４４ａを
指し示すことになる。同様に、指示針４１が、電池残量の"Ｆ"を示す位置から５４°左回
転して電池残量の"Ｅ"を示す場合、指示針４２は、４．５°左回転するが、依然として"
ＴＩＭＥ"の領域の表示単位４４ａを指し示すことになる。
【０１１４】
　図５に示す２時情報表示部７は、標高表示モードでの標高、気圧表示モードでの気圧、
オプション表示モードでの脈拍、および、ストップウォッチ機能での時間を、計測指示針
３３と協働して、目盛り７４ａ～７４ｊと計測指示針７１および計測指示針７２によって
表示する。２時情報表示部７を構成する文字板７３は、数値で示された目盛り７４ａ～７
４ｊを備えた部材の一例である。図５に示す構成例では、目盛り７４ａ～７４ｊは、それ
ぞれ、数値「０」～「９」で示されている。
【０１１５】
　制御部１１０は、数値で示される物理量（標高の計測値、気圧の計測値、脈拍の計測値
、およびストップウォッチ機能での時間の計測値など）を、計測指示針７１，７２と目盛
り７４ａ～７４ｊとを用いて表示する。この際、制御部１１０は、目盛り７４ａ～７４ｊ
の数値を、目盛り７４ａ～７４ｊの数値に対して１０n（ｎは０以上の整数）を乗算した
値として用いる。ここで、標高の計測値、気圧の計測値および脈拍の計測値の各々は、数
値で示される物理量（物理量Ａ）の一例である。一方、ストップウォッチ機能での時間の
計測値は、数値で示され物理量Ａとは異なる種類の物理量（物理量Ｂ）の一例である。
【０１１６】
　制御部１１０は、物理量Ａを計測指示針７１，７２と目盛り７４ａ～７４ｊとを用いて
表示する場合と、物理量Ｂを計測指示針７１，７２と目盛り７４ａ～７４ｊとを用いて表
示する場合とで、上述したｎとして異なる値を用いる。
【０１１７】
　本実施形態では、制御部１１０は、物理量Ａを表示する場合、計測指示針７１と目盛り
７４ａ～７４ｊとの組み合わせについては、目盛り７４ａ～７４ｊの数値（例えば「２」
）を、その数値（「２」）に対して１０3(=n)（＝１０００）を乗算した値（「２０００
」）として用いる。この場合、制御部１１０は、上述したｎとして「３」を用いる。
【０１１８】
　一方、物理量Ｂを表示する場合、制御部１１０は、計測指示針７１と目盛り７４ａ～７
４ｊとの組み合わせについては、目盛り７４ａ～７４ｊの数値（例えば「２」）を、その
数値（「２」）に対して１０1(=n)（＝１０）を乗算した値（「２０」）として用いる。
この場合、制御部１１０は、上述したｎとして「１」を用いる。
【０１１９】
　また、制御部１１０は、物理量Ａを表示する場合、計測指示針７２と目盛り７４ａ～７
４ｊとの組み合わせについては、目盛り７４ａ～７４ｊの数値（例えば「２」）を、その
数値（「２」）に対して１０2(=n)（＝１００）を乗算した値（「２００」）として用い
る。この場合、制御部１１０は、上述したｎとして「２」を用いる。
【０１２０】
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　一方、物理量Ｂを表示する場合、制御部１１０は、計測指示針７２と目盛り７４ａ～７
４ｊとの組み合わせについては、目盛り７４ａ～７４ｊの数値（例えば「２」）を、その
数値（「２」）に対して１０0(=n)（＝１）を乗算した値（「２」）として用いる。この
場合、制御部１１０は、上述したｎとして「０」を用いる。
【０１２１】
　したがって、物理量Ａ（標高の計測値、気圧の計測値および脈拍の計測値のいずれか）
が表示される場合、物理量Ａの１０００の位の値が計測指示針７１で表示され、物理量Ａ
の１００の位の値が計測指示針７２で表示される。なお、物理量Ａの１０の位の値および
１の位の値については、制御部１１０は、計測指示針３３を駆動するステップモーター（
不図示）を駆動することによって、物理量Ａの１０の位の値および１の位の値を、計測指
示針３３と、ダイヤルリング１７に１００分割された目盛り（１００分割）と、を用いて
表示する。
【０１２２】
　一方、物理量Ｂ（ストップウォッチ機能での時間の計測値）が表示される場合、物理量
Ｂにおける分の１０の位の値が計測指示針７１で表示され、物理量Ｂにおける分の１の位
の値が計測指示針７２で表示される。なお、物理量Ｂにおける秒の値については、制御部
１１０は、計測指示針３３を駆動するステップモーター（不図示）を駆動することによっ
て、物理量Ｂにおける秒の値を、計測指示針３３と、表示部５に設けられた１２時間制の
目盛り５ａと、を用いて表示する。この際、制御部１１０は、計測指示針３３を１／５秒
ごとに運針し６０秒で１周させる。
【０１２３】
　上記指示針の駆動系について図６、および図７を参照して説明する。図６は、本実施形
態に係る６時情報表示部４の構成を示す断面図であり、図７は、図６に示す駆動系等の平
面図である。なお、図６、および図７は、指示針４２および指示針４１の駆動系を例示し
ている。
【０１２４】
　図６および図７に示すように、指示針４２と指示針４１とは、共通のステップモーター
５１で駆動され中間車１５２または中間車１５４を介して同軸上で回転する。センサー付
き電子時計Ｗには、駆動源であるステップモーター５１からの駆動力によって、指示針４
１を第１の速度で回転させる動力伝達機構Ａと、指示針４１の回転を減速して指示針４２
を第２の速度で回転させる減速機構Ｂとが設けられている。ステップモーター５１と動力
伝達機構Ａと減速機構Ｂとで駆動部が構成される。動力伝達機構Ａと減速機構Ｂとは、ス
テップモーター５１を共通の駆動源として用いている。動力伝達機構Ａと減速機構Ｂでは
、一部の歯車等が共通に用いられている。具体的に、動力伝達機構Ａには、中間車１５２
と電池残量表示車１５３とが含まれ、減速機構Ｂには、電池残量表示車１５３と中間車１
５４とモード表示車１５６とが含まれる。電池残量表示車１５３は、指示針４１が、電池
残量メーター４３ｃ（図４参照）だけでなく、無線停止中を意味するアイコン４３ａ（図
４参照）や、計測中を示す"ＭＥＡＳ"の文字４３ｂ（図４参照）を択一的に指示できるよ
うに回転する。
【０１２５】
　詳述すると、ステップモーター５１は、指示針４２および指示針４１を駆動するための
駆動源である。ステップモーター５１は、コイルブロック、ステータおよびローター１５
１ａを備えている。ステップモーター５１は、駆動パルスが供給されると回転する。コイ
ルブロックは、高透磁率材からなる磁芯、それに巻かれたコイル、その両端を導通可能に
処理したコイルリード基板、およびコイル枠を含んで構成されている。ステータは、磁芯
と同様、高透磁率材から構成されている。ローター１５１ａには、ローター磁石に金属製
のかなが取り付けられている。ステップモーター５１等の駆動源の電源としては、例えば
、二次電池１０８が用いられ、３Ｖの直流電圧が印加されるようになっている。
【０１２６】
　また、ステップモーター５１は、ＣＰＵ－ＩＣ等の制御部１１０から出力される駆動パ
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ルスによって回転する。ＣＰＵ－ＩＣは、センサー付き電子時計Ｗ全体の動作を制御する
演算処理装置である。ＣＰＵ－ＩＣは、ユーザーによるボタン１３～１５の操作等を受け
付けるとともに、加速度センサー１０１、圧力センサー１０２、方位センサー１０３、通
信部１０４および受信部１０５と接続されている。ＣＰＵ－ＩＣは、電池残量を計測する
残量計測部、表示モードを制御する表示モード制御部としても機能する。また、ＣＰＵ－
ＩＣは、ユーザーの操作に応じてステップモーター５１の駆動パルスを出力し、６時情報
表示部４における各表示の制御を実行する。
【０１２７】
　制御部１１０は、ステップモーター５１を駆動することによって、指示針４２と指示針
４１を駆動する。また、制御部１１０は、加速度センサー１０１、圧力センサー１０２、
および方位センサー１０３の計測値、通信部１０４が取得した生体情報などの第２物理情
報、受信部１０５を用いて取得した時刻情報にて修正された内部時刻を表示するために、
指示針（時針）１、指示針（分針）２、指示針（秒針）３４、日車６、計測指示針３３，
７１，７２の各々を、不図示の駆動機構を介して駆動する。
【０１２８】
　図６に示したように、ステップモーター５１のローター１５１ａは、中間車１５２の下
部歯車１５２ａに噛合され、下部歯車１５２ａと一体的に回転する上部歯車１５２ｂを介
して、電池残量表示車１５３の下部歯車１５３ａを回転させる。電池残量表示車１５３は
、回転軸１５５と一体的に回転する。回転軸１５５は、前述の同心軸４０を中心として回
転する。回転軸１５５が、電池残量表示車１５３を介して同心軸４０を中心に回転するこ
とにより、指示針４１が運針される。
【０１２９】
　また、電池残量表示車１５３の上部歯車１５３ｂは、下部歯車１５３ａと一体的に回転
する。電池残量表示車１５３は、上部歯車１５３ｂを介して、中間車１５４の下部歯車１
５４ａを回転させる。中間車１５４の下部歯車１５４ａは、地板１５０の表側（表示部４
ａ側）に配置された上部歯車１５４ｂと一体的に回転する。中間車１５４は、上部歯車１
５４ｂを介して、モード表示車１５６の歯車１５６ａを回転させる。モード表示車１５６
は、内部が中空の筒状部分１５６ｂを有している。筒状部分１５６ｂは、回転軸１５５の
外周面側に嵌合されている。筒状部分１５６ｂは、回転軸１５５と同様に同心軸４０を中
心として回転する。筒状部分１５６ｂの回転によって、指示針４２が運針される。
【０１３０】
　第１表示領域４４は、同心軸４０における回転角度ｄθによって複数の表示単位に分割
されている（図４参照）。減速機構Ｂの減速比を１／Ｎとしたときに、式１が満たされる
ように、角度ｄθは設定されている。
　　ｄθ＞θ１／Ｎ…式１
【０１３１】
　本実施形態において、角度ｄθは３０°に設定されている。詳述すると、指示針４１に
ついては、ステップモーター５１が４０ステップしたときに指示針４１が１周（３６０°
回転）するように、動力伝達機構Ａにおける各歯車の減速比が設定されている。このため
、指示針４１は、３６０°を４０で割った角度ごとに運針する。一方、指示針４２につい
ては、指示針４１が１周する間に指示針４２が１個の表示単位分である３０°回転するよ
うに、減速機構Ｂの減速比が設定されている。ボタン１４が１回押下されると、指示針４
１が１周（３６０°）し、指示針４２が一目盛（１表示単位）分（３０°）だけ進んで、
表示モードが切り替わる。
【０１３２】
　減速機構Ｂの減速比１／Ｎ、指示針４１が振れる最大範囲の角度θ１、第１表示領域４
４における１個の表示単位の角度ｄθを式１のように定めたのは、以下の理由による。
【０１３３】
　指示針４１が振れる最大範囲は角度θ１である。減速機構Ｂの減速比は１／Ｎであるか
ら、指示針４１が所定角度だけ回転すると、指示針４２が該所定角度の１／Ｎだけ回転す
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る。したがって、指示針４１が角度θ１だけ回転したとしても、指示針４２は角度θ１／
Ｎしか回転しないことになる。ここで、ｄθ＞θ１／Ｎとなるので、仮に、指示針４１が
角度θ１だけ回転しても、指示針４２の振れ角度は、第１表示領域４４における表示単位
の角度ｄθ未満となる。よって、指示針４１が指示する情報が変更された場合に、指示針
４２が指示する情報（表示モード）が誤読される確率を低減することができる。
【０１３４】
　なお、式１の替わりに式２の関係を充足するように、角度ｄθが設定されてもよい。
　　ｄθ／２＞θ１／Ｎ…式２
　この場合、指示針４１が角度θ１だけ回転すると、指示針４２は角度θ１／Ｎだけ回転
するが、角度θ１／Ｎは、第１表示領域４４における表示単位の角度ｄθの半分未満とな
る。したがって、指示針４１の回転が指示針４２へ与える影響をより低減することができ
る。
【０１３５】
　以上説明した本実施形態に係るセンサー付き電子時計Ｗによれば、６時情報表示部４で
は、"ＡＬＴ"の領域４４ｂと、"ＣＯＭ"の領域４４ｃと、"ＢＡＲ"の領域４４ｄとが、"
ＡＬＴ"の領域４４ｂ、"ＣＯＭ"の領域４４ｃ、"ＢＡＲ"の領域４４ｄの順に並べて配置
されている。そして、指示針４２の回転方向（周回方向）において、"ＡＬＴ"の領域４４
ｂと"ＣＯＭ"の領域４４ｃとの間の距離が"ＡＬＴ"の領域４４ｂと"ＢＡＲ"の領域４４ｄ
との間の距離よりも短く、"ＣＯＭ"の領域４４ｃと"ＢＡＲ"の領域４４ｄとの距離が"Ａ
ＬＴ"の領域４４ｂと"ＢＡＲ"の領域４４ｄとの間の距離よりも短くなっている。
【０１３６】
　ユーザーは、利用シーンに応じて指示針４２の指示領域を変更することで、標高表示モ
ードと方位表示モードと気圧表示モードとを切り替えることになる。例えば、登山等のア
ウトドアスポーツでの利用シーンでは、標高表示モードと方位表示モードが使用される可
能性が高い。また、ヨット等のマリンスポーツでの利用シーンでは、気圧表示モードと方
位表示モードが使用される可能性が高い。本実施形態では、同一の利用シーンで使用され
る可能性の高い領域間の距離（例えば、登山時の利用シーンで共に使用される可能性の高
い"ＡＬＴ"の領域４４ｂと"ＣＯＭ"の領域４４ｃとの間の距離や、ヨットの航行時の利用
シーンで共に使用される可能性の高い"ＣＯＭ"の領域４４ｃと"ＢＡＲ"の領域４４ｄとの
距離）が、同一の利用シーンで使用される可能性の低い領域間の距離（"ＡＬＴ"の領域４
４ｂと"ＢＡＲ"の領域４４ｄとの間の距離）よりも短い。よって、同一の利用シーンにお
いて指示針４２の指示位置の切り替えに時間がかかりすぎてしまうことを抑制可能になる
。
【０１３７】
　また、ユーザーは、センサー付き電子時計Ｗの状態を把握する際に、指示針４１の指示
位置を視認してセンサー付き電子時計Ｗの動作状態や電池残量を確認するとともに、指示
針４２の指示位置を視認して現状の表示モードを確認する可能性がある。本実施形態では
、指示針４２が指示する第１表示領域４４と、指示針４１が指示する第２表示領域４３と
が隣り合っている。このため、ユーザーは、センサー付き電子時計Ｗの状態を把握する際
に、指示針４２が表示する表示モードと、指示針４１が表示する動作状態や電池残量を、
一度に視認可能になり、視線を大きく動かす必要が低くなる。よって、指示針４２の表示
内容と指示針４１の表示内容とについて高い視認性を得ることが可能になる。
【０１３８】
　本実施形態では、指示針４２と指示針４１は、同軸上で回転する。このため、指示針４
２と指示針４１が異なる軸でそれぞれ回転する場合に比べて、省スペース化を図ることが
可能になる。
【０１３９】
　本実施形態では、指示針４１が表示する動作状態は、指示針４２が表示する表示モード
に対応する計測を実行中であることを意味する計測中状態を含む。そして、計測中状態に
対応する"ＭＥＡＳ"の文字４３ｂの領域は、指示針４２が指示する第１表示領域４４と隣



(22) JP 2018-4431 A 2018.1.11

10

20

30

40

50

り合っている。このため、ユーザーは、互いに関連する、指示針４２が指示する表示モー
ドと、その表示モードに対応する計測が実行中であるかの表示を、一度に視認可能になる
。
【０１４０】
　本実施形態では、二次電池１０８における電池残量を示す電池残量メーター４３ｃの"
Ｆ"（フル）の隣に、無線停止中を示すアイコン４３ａが配置されている。時刻情報を含
む電波の受信（無線通信）は、比較的使用電力が大きい。このため、電池残量が満充電（
"Ｆ"）に近いことが、無線通信を行うための条件となる。よって、無線通信を行っている
間、指示針４１は、電池残量メーター４３ｃの"Ｆ"を指し示している確率が高いと推測で
きる。したがって、無線通信を行っている状況から無線停止に早く切り替わるためには、
無線停止中を示すアイコン４３ａを、電池残量の"Ｆ"の隣に配置することが望ましい。
【０１４１】
　本実施形態では、１つのステップモーター５１からの駆動力によって、指示針４１と指
示針４２とを同軸上で駆動させる。このため、ステップモーターの数を減らすことができ
、駆動源からの駆動力を伝達するための歯車等の部品点数も減らすことができ、駆動源や
歯車等の部品が省スペースでの配置が可能となり、時計全体の小型化、デザイン上の自由
度の向上を図ることができる。
【０１４２】
　本実施形態では、第２表示領域４３を中心角がθ１（１０８°）の範囲とし、第１表示
領域４４を中心角がθ２（１２９°）の、第２表示領域４３と重複しない範囲とし、第２
表示領域４３と第１表示領域４４とが同心軸４０を挟んで配置されている。このため、第
２表示領域４３と第１表示領域４４とが互いに重畳しないよう対向配置されることとなり
、第１情報および第２情報を区別しやすくして、第１情報および第２情報の読み取りやす
さを向上させることができる。
【０１４３】
　本実施形態では、第２表示領域４３および第１表示領域４４と重複しない領域に、同心
軸４０を通るとともに１２時側と６時側とを結ぶ直線上に、第３情報を表示する第３表示
領域として、カレンダーの日車６を表示する情報表示部５ｂが固定配置されている。この
ため、デザインのシンメトリー性を強調することができ、デザインの安定性を高めること
ができる。
【０１４４】
（変形例１）
　なお、本発明は、上述した実施形態に限定されるものではなく、種々の変形を加えるこ
とができる。例えば、上述した指示針４２の替わりに、同心軸４０を中心に回転する帯状
の円弧形の回転板とすることができる。図８Ａ、図８Ｂ、および図８Ｃは、変形例１に係
る６時情報表示部を示し、図８Ａは表示モードを表示させる場合の仕組みを示す平面図で
あり、図８は変形例１に用いる回転板の一例を示す平面図であり、図８Ｃは変形例１に用
いる回転板の他の例を示す平面図である。
【０１４５】
　図８Ａに示すように、６時情報表示部４内に、下面の回転板４８ａが見えるような矩形
の開口部４７を表示部４ａに開口させる。この６時情報表示部４には、本変形例では、上
述した第１実施形態と同様の、第１情報である電池残量を示す電池残量メーター４３ｃや
モード（無線停止中を示すアイコン４３ａ，計測中を示す"ＭＥＡＳ"の文字４３ｂ）が表
示されており、開口部４７は、これら電池残量メーター４３ｃと"ＭＥＡＳ"の文字４３ｂ
との間に配置されている。指示針４１は、アイコン４３ａの位置から電池残量メーター４
３ｃの"Ｅ"までの範囲で表示し、指示針４１は、電池残量表示から表示モードに移行する
場合には、開口部４７をスキップするように制御される。
【０１４６】
　開口部４７に下面に配置される回転板４８ａは、図８Ｂに示すような半円状の形状であ
り、同心軸１４０（同心軸４０）を中心として、ステップモーター５１からの駆動力が、
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減速機構Ｂによって伝達され、第２の速度で駆動される。回転板４８ａの表面には、図中
点線で示す帯状の円弧形をなす第２の表示領域Ｚが、同心軸１４０（同心軸４０）におけ
る角度ｄθで５個の表示単位に分割され、分割された各表示単位に表記された文字によっ
て、"ＴＩＭＥ"（時刻表示）モード、"ＡＬＴ"（標高表示）モード、"ＣＯＭＰ"（コンパ
ス）モード、"ＢＡＲ"（気圧）モード、"ＯＰ"（オプション）モードを示すようになって
いる。ここで、第２情報たるモードは、第１番目から第Ｋ番目の要素の一つを示すもので
ある。この例では、Ｋは「５」であり、"ＴＩＭＥ"、"ＡＬＴ"、"ＣＯＭＰ"、"ＢＡＲ"、
および"ＯＰ"が各要素となる。
【０１４７】
　これらの表示モードは、８時側のボタン１４の押下操作で切り替えができ、ボタン１４
を１回押すごとに指示針４１が３６０°右回転するとともに、回転板４８ａがｄθ分の３
０°右回転し、"ＴＩＭＥ（時刻表示）"から"ＡＬＴ"（標高表示）モード、"ＣＯＭ"（コ
ンパス）モード、"ＢＡＲ"（気圧）モード、"ＯＰ"（オプション）モードに順次切り替わ
り、ＯＰモード位置でボタン１４を押すと回転板４８ａが逆転し左位置の"ＴＩＭＥ"へ移
動する。なお、図示した例では、指示針４１で電池残量"Ｆ"を示し、開口部４７には"Ｔ
ＩＭＥ"モード（時刻表示）が示されている。
【０１４８】
　また、この回転板４８ａの替わりに、図８Ｃに示すような円形の回転板４８ｂとしても
よい。回転板４８ｂでは、円形の形状をしており、表示モードが２回ずつ繰り返されて表
記されている。すなわち、第２情報が、第１番目から第Ｋ番目の要素の一つを示すもので
ある場合、第２表示領域Ｚに形成される複数の表示単位の数は２Ｋ個となる。そして、第
２表示領域Ｚには、回転板４８ｂの回転方向の順に第１番目から第Ｋ番目の各要素が並ぶ
。具体的には、"ＴＩＭＥ"、"ＡＬＴ"、"ＣＯＭ"、"ＢＡＲ"、および"ＯＰ"の順に各要素
が並んでいる。そして、Ｋ番目の要素である"ＯＰ"に続いて第１番目から第Ｋ番目の各要
素である"ＴＩＭＥ"、"ＡＬＴ"、"ＣＯＭ"、"ＢＡＲ"、および"ＯＰ"が並んでいる。ここ
で、開口部４７から第Ｋ番目の要素である"ＯＰ"が視認できている状態で、第２情報が第
１番目の要素"ＴＩＭＥ"を指示するように変更されたとする。この場合、第Ｋ番目の要素
"ＯＰ"の次の要素が第１番目の要素"ＴＩＭＥ"であるので、ステップモーター５１を逆転
させ第Ｋ－１番目の要素→第Ｋ－２番目の要素→…→第１番目の要素と移行させるよりも
小さな回転角で第Ｋ番目の要素"ＯＰ"から第１番目の要素"ＴＩＭＥ"へ移行させることが
可能となる。この結果、移動時間を短縮することができる。また、第２情報は、開口部４
７から視認されることになるので、回転板４８ａに第１番目から第Ｋ番目の要素を２回並
べてもユーザーが混乱することはない。
【０１４９】
　また、６時情報表示部４内の矩形の開口部４７に露出する回転板４８ａ，４８ｂに替え
て、開口部４７に対応して配置された、例えば液晶ディスプレイなどを用いたデジタル表
示部を用いることができる。この場合、第１情報である電池残量を示す電池残量メーター
４３ｃやモード（無線停止中を示すアイコン４３ａ、計測中を示す"ＭＥＡＳ"の文字４３
ｂ）を指示する指示針４１と、デジタル表示部に表示される回転板４８ａ，４８ｂに相当
するデジタル表示を併用した表示とすることができる。
【０１５０】
　上述した第１実施形態および変形例１のセンサー付き電子時計Ｗによれば、ユーザーに
装着された状態で、現在時刻、およびユーザーの位置情報や移動情報（物理量の情報）な
どが、指示針１，２，３３，３４，４１，４２，７１，７２によって表示されるため、表
示の視認性が高まり、比較的小型の表示部５の内に表示させることが可能となる。これに
より、リスト機器としてのセンサー付き電子時計Ｗを装着しても、一見通常の腕時計と同
様な装着が可能となり、装着性を高めることが可能となるとともに、センサー付き電子時
計Ｗとしてのファッション性を向上させることが可能となる。
【０１５１】
　また、電源部１０６に、例えば太陽光などの光エネルギーをソーラーセルを用いて電気
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エネルギーに変換する光発電システム、もしくはユーザーの腕の動きによって回動する回
転錘の運動エネルギーを電気エネルギーに変換する所謂自動巻き発電システムなどによっ
て構成される自己発電機能を備えた発電部１２０が備えられている。また、センサー付き
電子時計Ｗは、自己発電機能を有する発電部１２０を有していることにより、消費電力を
自己発電によって賄うことができ、比較的消費電力の大きなＧＰＳなどの機能や複数のセ
ンサーなどを搭載することができる。また、電源部１０６において、ユーザーの入手が容
易な自然エネルギーである太陽光を用いたり、ユーザー（装着者）の腕の動きを用いたり
して発電するため、環境に影響を生じない所謂クリーンエネルギーを動力源（電源）とす
ることができる。
【０１５２】
　これらにより、ユーザーが一般生活において欲する情報である、例えばＧＰＳ（Global
 Positioning System）による位置情報などを含む情報を得ることが可能なリスト機器と
してのセンサー付き電子時計Ｗを提供することができる。
【０１５３】
　また、センサー付き電子時計Ｗは、情報として物理量を検知する、加速度センサー１０
１、圧力センサー１０２、および方位センサー１０３のいずれかのセンサーを含むことに
より、例えばＧＰＳ（Global Positioning System）による位置情報に加えて、ユーザー
の欲する情報として、ユーザー（装着者）の移動方向や標高差を含む移動量（運動量）な
どの情報を容易に得ることができる。
【０１５４】
（変形例２）
　なお、６時情報表示部４は、図９に示す変形例２のように、円形の小窓部である６時情
報表示部４に相当するデジタル表示部４ａｄで構成する６時情報表示部４ｄとすることも
できる。図９は、変形例２に係る６時情報表示部を示す平面図である。なお、変形例２に
おいて、６時情報表示部４ｄで表示される情報はデジタル表示され、他の表示は、指示針
（時針）１、指示針（分針）２、１０時情報表示部３の指示針（秒針）３４、および２時
情報表示部７の計測指示針７１，７２などによって指示されるアナログ表示が行われる。
即ち、変形例２に係る表示方法は、位置情報、物理情報、生体情報などは、アナログ表示
およびデジタル表示を併用して表示される。
【０１５５】
　変形例２に係る６時情報表示部４ｄは、図９に示すように、電池残量を示す電池残量メ
ーター４３ｃｄ、モード（無線停止中を示すアイコン４３ａｄ、計測中を示す"ＭＥＡＳ"
の文字４３ｂｄ）を指示する指示針４１ｄ、標高を示す表示モードである"ＡＬＴ"表示４
４ａｄ、およびカレンダーを表示するカレンダー表示部６ｄが、デジタル表示されている
。即ち、変形例２に係る６時情報表示部４ｄは、例えば液晶ディスプレイ（ＬＣＤ：Liqu
id Crystal Display）を用いた表示ディスプレイ（液晶表示パネル）などによって構成さ
れる。なお、表示ディスプレイとしては、電気泳動ディスプレイ（ＥＰＤ：Electrophore
tic Display）モジュール、有機エレクトロルミネッセンスディスプレイ（ＯＬＥＤ：org
anic electro-luminescence Display）モジュールなどを用いることができる。また、表
示モードとしては、標高を示す表示モードである"ＡＬＴ"の他に、"ＴＩＭＥ"（時刻）、
"ＣＯＭ"（コンパス：方位）、"ＢＡＲ"（気圧）、"ＯＰ"（オプション）などが選択され
て表示される。
【０１５６】
　このように、表示部５において、指示針（時針）１、指示針（分針）２、指示針（秒針
）３４、および計測指示針７１，７２などによって指示されるアナログ表示と、６時情報
表示部４ｄによって指示されるデジタル表示を併用することにより、提示できる情報の種
類や情報量を増やすことができる。
【０１５７】
　なお、変形例２では、６時情報表示部４ｄを用いたデジタル表示を行う構成で説明した
がこれに限らず、例えば、１０時情報表示部３や２時情報表示部７をデジタル表示とする
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ことができる。
【０１５８】
（変形例３）
　次に、センサー付き電子時計Ｗの変形例３について、図１０を参照して説明する。図１
０は、変形例３に係る受信部の構成を示す機能ブロック図である。変形例３のセンサー付
き電子時計Ｗは、図１０に示されているように、時刻情報としての、異なる二つの電波を
それぞれ受信する第１電波受信部１０５ａ、および第２電波受信部１０５ｂを受信部２０
５に備えることができる。具体的に、受信部２０５は、アンテナ１０９ａと接続された第
１電波受信部１０５ａと、アンテナ１０９ｂと接続された第２電波受信部１０５ｂと、を
含む。なお、第１電波受信部１０５ａとアンテナ１０９ａとの構成が、第１実施形態に示
した受信部１０５に相当する。また、第２電波受信部１０５ｂとアンテナ１０９ｂとの構
成が、第２受信部に相当する。
【０１５９】
　第１電波受信部１０５ａは、アンテナ１０９ａによって、ＧＰＳ衛星８（図１Ａ参照）
からのＧＰＳ時刻情報と軌道情報とを含む高周波の電波（衛星信号）を受信する。ＧＰＳ
衛星８からの電波（衛星信号）は、例えば１．５７５４２ＧＨｚの高周波の電波（Ｌ１波
）である。アンテナ１０９ａは、ＧＰＳ用の高周波の電波を受信するパッチアンテナとす
ることができる。
【０１６０】
　第２電波受信部１０５ｂは、アンテナ１０９ｂによって、基地局（送信所）から発信さ
れる標準電波を受信する。標準電波は、時刻を自動修正するための時刻情報を含み、日本
国内では、福島局（東日本地区）から発信される４０ＫＨｚの電波、および九州局（西日
本地区）から発信される６０ＫＨｚの電波である。アンテナ１０９ｂは、標準時刻用の長
波（例えば、４０～７７．５ＫＨｚ）の電波を受信するバーアンテナとすることができる
。
【０１６１】
　受信部２０５（第１電波受信部１０５ａおよび第２電波受信部１０５ｂ）は、制御部１
１０（時刻補正部２０４）と接続されている。制御部１１０は、第１電波受信部１０５ａ
または第２電波受信部１０５ｂによって、衛星信号に含まれる時刻情報を取得し、受信の
結果に基づいて時刻の補正（現在時刻の補正）を行う時刻補正部２０４を備えている。そ
して、時刻補正部２０４によって補正された時刻情報は、時刻を表示する時刻表示部（不
図示）に表示される。
【０１６２】
　時刻補正部２０４は、例えば第１電波受信部１０５ａによってＧＰＳ衛星８からの電波
（衛星信号）が受信されているときには、ＧＰＳ衛星８からの電波（衛星信号）の時刻情
報を基準として時刻の補正（時刻修正）を行うことができる。そして、時刻補正部２０４
は、ＧＰＳ衛星８からの電波（衛星信号）が受信できない場合に、時刻の補正（時刻修正
）の基準となる時刻情報源を切り替え、第２電波受信部１０５ｂによって受信されている
基地局（送信所）から発信される標準電波を基準として時刻の補正（時刻修正）を行うこ
とができる。
【０１６３】
　変形例３に係る構成によれば、時刻情報を含む、二つの異なる周波数の電波を受信でき
るため、例えば電波の受信できない場所にいる場合などで、いずれか一方の電波（衛星信
号）を受信することができなくても、他方の電波（標準電波）を適用して時刻の補正（時
刻修正）を行うことが可能となる。これにより、センサー付き電子時計Ｗは、常に正確な
計時を継続して表示することができる。なお、標準電波が受信できる地域でセンサー付き
電子時計Ｗを使用する場合には、第１電波受信部１０５ａと比較して消費電力が小さい第
２電波受信部１０５ｂを動作させて時刻修正する構成にすることが好ましい。また、標準
電波が受信できない地域でセンサー付き電子時計Ｗを使用する場合には、第２電波受信部
１０５ｂを動作させない構成にすることが好ましい。これらの構成を採用することにより
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、時刻修正に伴う無駄な電力消費の発生を抑制できるため、二次電池の電力低下に伴うシ
ステム停止のリスクを低減させることができる。
【０１６４】
　また、図示しないが、センサー付き電子時計Ｗは、情報として物理量を検知するセンサ
ーとして、照度センサー、温度センサー、および湿度センサーのいずれかを含むことがで
きる。このようなセンサーを用いることにより、上述した情報に加えて、例えば天候が現
在からどのように変化していくのか、などの天候予測に係る情報を容易に得ることができ
る。
【０１６５】
＜第２実施形態＞
　図１１、および図１２を参照して、本発明のリスト機器の第２実施形態に係るセンサー
付き電子時計について説明する。図１１は、第２実施形態に係るセンサー付き電子時計の
概略を示す斜視図である。図１２は、第２実施形態に係るセンサー付き電子時計の構成を
示す機能ブロック図である。
【０１６６】
　図１１および図１２に示す、リスト機器の第２実施形態に係るセンサー付き電子時計Ｗ
２は、第１実施形態で説明した腕時計の機能、測位計算（位置情報の取得）機能、および
複数のセンサーによる物理量の情報を検知する機能に加えて、他のセンサーとして生体情
報検知センサーによる生体情報を検知する機能を備えている。そして、センサー付き電子
時計Ｗ２は、ユーザー（装着者）の腕と接触する側の面の反対側の面に位置する表示部２
１５において、時刻の情報、位置情報、および物理量の情報などを、第１実施形態と同様
な指示針（図１１では不図示）によって表示する。なお、以下の説明において、前述の第
１実施形態と同様の構成および機能については、その説明を省略する。
【０１６７】
　図１１に示すように、センサー付き電子時計Ｗ２は、ユーザー（装着者）の所与の部位
（例えば、手首）に装着され、現在時刻、およびユーザーの位置情報、移動情報（物理量
の情報）、および生体情報などを表示する。センサー付き電子時計Ｗ２は、ユーザーに装
着されて現在時刻、ユーザーの位置情報や移動情報（物理量の情報）、生体情報などを検
知したり表示したりする機器本体２００と、機器本体２００に取り付けられ機器本体２０
０をユーザーに装着するためのバンド部２３１，２３２と、を有する。また、センサー付
き電子時計Ｗ２は、図示しない自己発電機能を備えた発電部と、発電部によって発電され
た電気エネルギーを充電可能な二次電池（蓄電池）を含む電源部を備えている。また、セ
ンサー付き電子時計Ｗ２は、図示しない受信部やアンテナを含み、衛星信号を受信する機
能を有する。
【０１６８】
　機器本体２００は、ユーザーへの装着側にボトムケース（裏蓋部）２２５が配置され、
ユーザーへの装着側と反対側には、トップケース２２６が配置されている。ボトムケース
２２５およびトップケース２２６は、例えばステンレススチールなどの金属、もしくは樹
脂などによって形成することができるが、金属によって構成することが好ましい。ケース
としてのボトムケース２２５およびトップケース２２６が金属によって構成されているこ
とにより、ボトムケース２２５およびトップケース２２６に収容されている複数のセンサ
ーの検知結果に影響する外部からの外乱ノイズを遮蔽することができる。また、高級感を
感じさせたりファッション性を高めたりすることができる。
【０１６９】
　機器本体２００のトップ側（トップケース２２６）には、内部構造を保護する天板部分
（外壁）としてのガラス板２１８が設けられている。機器本体２００は、ガラス板２１８
を介して、ガラス板２１８の直下に設けられる表示部２１５を備え、表示部２１５の表示
をユーザーが閲覧可能な構成としてもよい。つまり本実施形態のセンサー付き電子時計Ｗ
２では、検出した位置情報や移動情報（物理量の情報）、生体情報、或いは時刻情報など
の種々の情報を表示部２１５に表示し、当該表示を機器本体２００のトップ側からユーザ



(27) JP 2018-4431 A 2018.1.11

10

20

30

40

50

ーに提示するものであってもよい。
【０１７０】
　なお、ここでは機器本体２００の天板部分をガラス板２１８により実現する例を示した
が、表示部２１５を閲覧可能な透明部材であり、表示部２１５などのトップケース２２６
とボトムケース２２５の内部に含まれる構成を保護可能な程度の強度を有する部材であれ
ば、透明のプラスチックなど、ガラス以外の材料により天板部分を構成することが可能で
ある。なお、表示部２１５の表面に太陽光などによる発電機能を有するソーラーセル（不
図示）が配置されてもよい。
【０１７１】
　機器本体２００のボトム側（裏蓋部としてのボトムケース２２５）には、生体情報を検
知する生体情報検知センサーの一例としてのセンサー部（脈波計測センサー）２４０が配
置されている。センサー部（脈波計測センサー）２４０は、ユーザー（被検体）の脈波等
の生体情報を検出するものである。例えばセンサー部２４０は、受光部２４１および発光
部２４２（図１２参照）を有する。センサー部２４０は、発光窓部２５２を有し、発光窓
部２５２および発光窓部２５２のセンサー部２４０が、ボトムケース２２５からユーザー
への装着側に突出している。発光窓部２５２は透光部材により形成され、ユーザー（被検
体）の皮膚表面に接触して押圧を与える。このように、発光窓部２５２が皮膚表面に押圧
を与えた状態で、発光部２４２が光を射出し、その光が被検体（血管）により反射された
光を受光部２４１が受光し、その受光結果が検出信号として信号処理部２１０（図１２参
照）に出力される。
【０１７２】
　図１２のブロック図に示されているように、リスト機器の第２実施形態に係るセンサー
付き電子時計Ｗ２は、生体情報検知センサーとしてのセンサー部（脈波計測センサー）２
４０、物理量の情報を検知するセンサーとしての体動センサー部２９０、制御部２５０、
記憶部２６０、通信部２７０、アンテナ２７２、表示部２１５を含む。なお本実施形態の
生体情報測定機器は、図１２に示す構成に限定されず、その構成要素の一部を省略したり
、他の構成要素に置き換えたり、他の構成要素を追加するなどの種々の変形実施が可能で
ある。
【０１７３】
　センサー部（脈波計測センサー）２４０は、脈波等の生体情報を検出するものであり、
受光部２４１、および発光部２４２を含む。これらの受光部２４１、発光部２４２等によ
り脈波センサー（光電センサー）が実現される。センサー部２４０は、脈波計測センサー
により検出された信号を、脈波検出信号として出力する。なお、生体情報検知センサーと
してのセンサー部２４０は、脈波計測センサーに限らず、脈拍計測センサー、血圧計測セ
ンサー、体温センサー、および電気皮膚反応センサーのいずれか一つを含む構成とするこ
とができる。
【０１７４】
　物理量を検知するセンサーとしての体動センサー部２９０は、種々のセンサーのセンサ
ー情報に基づいて、体動に応じて変化する信号である体動検出信号を出力する。体動セン
サー部２９０は、体動センサーとして例えば加速度センサー２９２を含む。なお、体動セ
ンサー部２９０は、体動センサーとして圧力センサーやジャイロセンサーなどを有してい
てもよい。
【０１７５】
　制御部２５０は、例えば記憶部２６０をワーク領域として、各種の信号処理や制御処理
を行うものであり、例えばＣＰＵ等のプロセッサー或いはＡＳＩＣなどの論理回路により
実現できる。制御部２５０は、信号処理部２１０と、拍動情報演算部２２０と、表示制御
部２８５とを含む。
【０１７６】
　制御部２５０は、センサー部２４０からの検出信号に基づいて脈波等の生体情報を検出
する。なお、本実施形態のセンサー付き電子時計Ｗ２の検出対象となる生体情報は、脈波
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（脈拍数）には限定されず、脈波以外の生体情報（例えば血液中の酸素飽和度、体温、心
拍等）を検出する装置であってもよい。
【０１７７】
　また、本実施形態のセンサー付き電子時計Ｗ２の検出対象となる生体情報は、脈波（脈
拍数）には限定されず、脈波以外の生体情報、例えばＳｐＯ2（経皮的動脈血酸素飽和度
）、ＶＯ2max（最大酸素摂取量）、体温、乳酸値、ＳｖＯ2（ヘモグロビンの酸素飽和度
）、睡眠状態、ストレス、血糖値、不整脈、カロリー消費量、代謝、および排卵の少なく
とも一つを表す指標を含んでいることが好ましい。
【０１７８】
　また、センサー付き電子時計Ｗ２の検出対象となる生体情報は、心拍、脈拍、拍動間の
変異、ＥＫＧ（ElektroKardiogram：心電図）、ＥＣＧ（Electrocardiogram：心電図）、
呼吸数、皮膚温度、体温、体の熱流、電気皮膚反応、ＧＳＲ（Galvanic skin reflex：皮
膚電気反射）、ＥＭＧ（Electromyogram：筋電図）、ＥＥＧ（electroencephalogram：脳
電図）、ＥＯＧ（Electrooculography：眼球電図）、血圧、体脂肪、水分補給レベル、活
動レベル、体動、酸素消費量、グルコース、血糖値、筋肉量、筋肉にかかる圧力、骨にか
かる圧力、紫外線吸収、睡眠状態、体調、ストレス状態、体位（例えば、横臥、直立、座
位、等）等の、少なくとも一つの生理学的パラメーターを示すデータに基づく、個人の生
理学的状態に関する情報とすることができる。
【０１７９】
　このような、指標を検知すれば、ユーザー（装着者）の身体状態や精神状態を容易に把
握することができる。
【０１８０】
　信号処理部２１０は、各種の信号処理（フィルター処理等）を行うものであり、例えば
、センサー部２４０からの脈波検出信号や体動センサー部２９０からの体動検出信号など
に対して信号処理を行う。例えば信号処理部２１０は体動ノイズ低減部２１２を含む。体
動ノイズ低減部２１２は、体動センサー部２９０からの体動検出信号に基づいて、脈波検
出信号から、体動に起因したノイズである体動ノイズを低減（除去）する処理を行う。具
体的には、例えば適応フィルターなどを用いたノイズ低減処理を行う。
【０１８１】
　拍動情報演算部２２０は、信号処理部２１０からの信号等に基づいて、拍動情報の演算
処理を行う。拍動情報は、例えば脈拍数などの情報である。具体的には、拍動情報演算部
２２０は、体動ノイズ低減部２１２でのノイズ低減処理後の脈波検出信号に対してＦＦＴ
等の周波数解析処理を行って、スペクトルを求め、求めたスペクトルにおいて代表的な周
波数を心拍の周波数とする処理を行う。求めた周波数を６０倍にした値が、一般的に用い
られる脈拍数（心拍数）となる。なお、拍動情報は脈拍数そのものには限定されず、例え
ば脈拍数を表す他の種々の情報（例えば心拍の周波数や周期等）であってもよい。また、
拍動の状態を表す情報であってもよく、例えば血液量そのものを表す値を拍動情報として
もよい。
【０１８２】
　表示制御部２８５は表示部２１５を制御する。表示部２１５は、表示制御部２８５の制
御により、ユーザーに各種の情報を表示する。表示部２１５の具体的な表示方法は、前述
の第１実施形態と同様であるので説明を省略する。
【０１８３】
　通信部２７０は、他のセンサー機器Ｃ（図１７参照）との通信処理を行う。例えばブル
ートゥース（Bluetooth（登録商標））などの規格にしたがった無線通信の処理を行う。
具体的には通信部２７０は、アンテナ２７２からの信号の受信処理や、アンテナ２７２へ
の信号の送信処理を行う。この通信部２７０の機能は通信用のプロセッサー或いはＡＳＩ
Ｃなどの論理回路により実現できる。
【０１８４】
　上述したリスト機器の第２実施形態に係るセンサー付き電子時計Ｗ２によれば、位置情
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報や物理量の情報に加えて、ユーザー（装着者）の、例えば、脈拍、血圧値、血糖値など
の生体情報を容易に得ることができる。これにより、ユーザーは、ライフログとして、健
康情報や身体情報を得ることができる。
【０１８５】
　また、センサー付き電子時計Ｗ２によれば、生体情報検知センサーの一例としてのセン
サー部（脈波計測センサー）２４０が、裏蓋部としてのボトムケース２２５に配置されて
いることから、センサー部（脈波計測センサー）２４０をユーザー（装着者）の装着部（
腕部）に密着させることができ、生体情報をより正確に検知することができる。
【０１８６】
（変形例）
　なお、上述の第２実施形態に係る生体情報検知センサーとしてのセンサー部２４０は、
例えばバンド部やバックル部などに配置することができる。以下、第２実施形態に係るセ
ンサー付き電子時計Ｗ２の変形例として、図１３および図１４を参照して説明する。図１
３は、第２実施形態に係るセンサー付き電子時計の変形例の概略を示す斜視図である。図
１４は、バックル部の構成例を概略的に示す正面図である。
【０１８７】
　変形例に係るセンサー部２４０Ａ，２４０Ｂは、図１３および図１４に示すように、そ
れぞれバックル部２３９およびバンド部２３１のバンド駒部２３８に配置することができ
る。
【０１８８】
　具体的に、センサー部２４０Ｂは、バンド駒部２３８に収容されている。バンド部２３
１，２３２は、図示しないケース部の両側に配置されている。それぞれのバンド部２３１
，２３２は、例えばバンド駒部２３７およびバンド駒部２３８のように各バンド駒部が連
結されて構成されている。そして、一方のバンド部２３１を構成するバンド駒部２３８に
は、センサー部２４０Ｂが、一部をユーザーへの装着側に露出させるように収容されてい
る。なお、バンド駒部２３８は、バンド部２３１の長さを調整する調整駒として脱着可能
に構成される。
【０１８９】
　このように、生体情報検知センサーとしてのセンサー部２４０Ｂがバンド部２３１を構
成するバンド駒部２３８に配置されていることから、バンド駒部２３８を脱着したり、バ
ンド部２３１，２３２を脱着したりすることにより、センサー部２４０Ｂの交換（脱着）
を容易に行うことができる。これにより、ユーザーの所望に応じてセンサーの種類を変更
するなど、容易にカスタマイズすることができる。
【０１９０】
　また、具体的に、センサー部２４０Ａは、バックル部２３９に収容される構成とするこ
とができる。バックル部２３９は、第１プレート２３５と、第２プレート２３６と、第１
プレート２３５の接続駒部２３４と、第２プレート２３６の接続駒部２３３と、を備えて
いる。
【０１９１】
　バックル部２３９において、第１プレート２３５の一端と第２プレート２３６の一端と
がヒンジ部Ｊ２で互いに回動可能に軸支されている。第１プレート２３５の他端は、接続
駒部２３４とヒンジ部Ｊ１で互いに回動可能に軸支されている。第２プレート２３６の他
端は、接続駒部２３３とヒンジ部Ｊ３で互いに回動可能に軸支されている。また、第２プ
レート２３６は、一端側に設けられた爪部Ｑ１を有している。
【０１９２】
　バックル部２３９は、それぞれのヒンジ部Ｊ１，Ｊ２，Ｊ３を回動軸として第２プレー
ト２３６の爪部Ｑ１を、接続駒部２３３のユーザー（装着者）への装着側の一面２３３ｆ
に設けられたガイド部Ｑ２の向けて折り畳むように移動させ、爪部Ｑ１とガイド部Ｑ２と
が係合することにより、バックル部２３９が折り畳まれた装着状態となる。そして、セン
サー部２４０Ａは、上述のようなバックル部２３９の接続駒部２３３に収容する構成とす
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ることができる。
【０１９３】
　このように、生体情報検知センサーとしてのセンサー部２４０Ａがバンド部２３１を構
成する接続駒部２３３に配置されていることから、バンド部２３１，２３２を脱着するこ
とにより、センサー部２４０Ａの取り換えを容易に行うことができる。これにより、ユー
ザーの所望に応じてセンサーの種類を変更するなど、容易にカスタマイズすることができ
る。
【０１９４】
＜第３実施形態＞
　図１５、および図１６を参照して、本発明のリスト機器の第３実施形態に係るセンサー
付き電子時計について説明する。図１５は、第３実施形態に係るセンサー付き電子時計の
概略を示す斜視図である。図１６は、第３実施形態に係るセンサー付き電子時計の構成を
示す機能ブロック図である。
【０１９５】
　図１５および図１６に示す、リスト機器の第３実施形態に係るセンサー付き電子時計Ｗ
３は、第１実施形態で説明した腕時計の機能、測位計算（位置情報の取得）機能、および
複数のセンサーによる物理量の情報を検知する機能を有している。そして、第３実施形態
に係るセンサー付き電子時計Ｗ３は、ユーザー（装着者）の腕と接触する側の面の反対側
の面に位置し、デジタル表示によって表示されるデジタル表示部３０５としての液晶ディ
スプレイ（ＬＣＤ３３４）を備えている。なお、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ３３４）では
、時刻の情報、位置情報、および物理量の情報などを、デジタル表示にて形成された指示
針（図１５および図１６では不図示）によって表示する。また、液晶ディスプレイ（ＬＣ
Ｄ３３４）の表示構成および機能は、前述の第１実施形態と同様である。したがって、以
下の説明において、前述の第１実施形態と同様の構成および機能については、その説明を
省略する。
【０１９６】
　図１５に示すように、機器本体３００は、ユーザーへの装着側にボトムケース（裏蓋）
３１２が配置され、ユーザーへの装着側と反対側には、トップケース３１１が配置されて
いる。ボトムケース３１２およびトップケース３１１は、第１実施形態と同様に、例えば
ステンレススチールなどの金属、もしくは樹脂などによって形成することができるが、金
属によって構成することが好ましい。
【０１９７】
　機器本体３００のトップ側（トップケース３１１）には、ベゼル３１９が設けられると
ともに、このベゼル３１９の内側に配置されて内部構造を保護する天板部分（外壁）とし
てのガラス板３１８が設けられている。機器本体３００は、ガラス板３１８を介して、ガ
ラス板３１８の直下に設けられるデジタル表示部としての液晶ディスプレイ（以下、ＬＣ
Ｄ３３４と記載）等の表示部の表示をユーザーが閲覧可能な構成を有している。つまり本
実施形態のセンサー付き電子時計Ｗ３では、検出した位置情報や運動情報、或いは時刻情
報等の種々の情報をデジタル表示部としてのＬＣＤ３３４によって表示し、当該表示を機
器本体３００のトップ側からユーザーに提示する。また、ボトムケース３１２の両側には
、バンド部（不図示）との接続部である一対のバンド装着部３１７が設けられている。
【０１９８】
　なお、ここでは機器本体３００の天板部分をガラス板３１８により実現する例を示した
が、ＬＣＤ３３４を閲覧可能な透明部材であり、ＬＣＤ３３４などのトップケース３１１
とボトムケース３１２の内部（内部空間３１６）に含まれる構成を保護可能な程度の強度
を有する部材であれば、透明のプラスチック等、ガラス以外の材料により天板部分を構成
することが可能である。また、ベゼル３１９が設けられた構成例を示したが、ベゼル３１
９の設けられていない構成であってもよい。
【０１９９】
　機器本体３００は、トップケース３１１とボトムケース３１２とガラス板３１８とに囲
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まれた内部空間３１６が設けられている。そして、機器本体３００は、この内部空間３１
６に、回路基板３１３、回路基板３１３に接続されたＧＰＳ（Global Positioning Syste
m）ＧＰＳアンテナ３６４、複数のセンサー（圧力センサー３５０、方位センサー３５５
、温度センサー３６５、加速度センサー３６６）、二次電池３７０の端子が接続された電
池基板３７２、制御部３１０（図１６参照）を構成する第１の回路部品３８０および第２
の回路部品３９５やＤＣＤＣコンバーター（直流－直流変換器）３９０などの電子部品、
およびＬＣＤ３３４（液晶ディスプレイ）などが配置されている。また、機器本体３００
の内部空間３１６には、図示されていない自己発電機能を有する発電部３２０を含む電源
部３０６（図１６参照）が備えられている。ただし、センサー付き電子時計Ｗ３（機器本
体３００）の構成は図１５に示す構成に限定されず、他の構成を追加したり、一部の構成
を省略したりすることが可能である。例えば、他の情報処理機器（図示せず）との通信を
行う通信用のアンテナ３４３を含む通信部３４０（図１６参照）や生体情報測定センサー
などを追加したり、ＧＰＳＧＰＳアンテナ３６４を省略したりしてもよい。
【０２００】
　デジタル表示部３０５を構成するＬＣＤ３３４（液晶ディスプレイ）は、各モードに応
じて、例えば、ＧＰＳや複数のセンサーを用いた位置情報、移動量や運動量などの運動情
報（物理量の情報）、脈拍数などの生体情報、もしくは現在時刻などの時刻情報などを表
示することができる。ＬＣＤ３３４では、少なくともデジタル表示にて形成された指示針
（不図示）が形成され、このデジタル指示針（不図示）によって、前述の第１実施形態と
同様な構成の各種情報が表示される。そして、この表示は、ガラス板３１８を介してユー
ザーが閲覧（視認）することができる。
【０２０１】
　なお、上述では、デジタル表示部３０５として液晶（ＬＣＤ：Liquid Crystal Display
）を用いた液晶ディスプレイ（ＬＣＤ３３４）を例示して説明したが、ディスプレイの構
成はこれに限らない。ディスプレイの構成としては、例えば、電気泳動ディスプレイモジ
ュール（ＥＰＤ：Electrophoretic Display）、有機エレクトロルミネッセンスディスプ
レイ（ＯＬＥＤ：organic electro-luminescence Display）、および液晶ディスプレイ（
ＬＣＤ：Liquid Crystal Display）の少なくとも一つを用いていることが好ましい。
【０２０２】
　このようなディスプレイの構成を用いれば、容易にデジタル表示を行なうことができる
。なお、電気泳動ディスプレイモジュール（ＥＰＤ）を用いれば、消費電力が抑えられる
とともの明るいところでの視認性がよい。また、有機エレクトロルミネッセンスディスプ
レイ（ＯＬＥＤ）を用いれば、発色が良く、且つ輝度を高くすることができる。また、液
晶ディスプレイ（ＬＣＤ）を用いれば、安価であり、且つ温度変化に対する影響を小さく
することができる。また、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）の種類のなかでもメモリー性液晶
ディスプレイを用いると明るいところでの視認性がよい。
【０２０３】
　次に、センサー付き電子時計Ｗ３の構成を、図１６を参照して説明する。センサー付き
電子時計Ｗ３は、図１６に示すように、制御部３１０、複数のセンサー（温度センサー３
６５、加速度センサー３６６、圧力センサー３５０、方位センサー３５５）、アンテナ３
４３を含む通信部３４０、ＧＰＳアンテナ３６４を含むＧＰＳ通信部３６０と、情報を表
示するデジタル表示部３０５と、電気回路系を駆動する電源部３０６と、を含んでいる。
【０２０４】
　温度センサー３６５は、ユーザーの居る場所（現在位置）の気温などを計測することが
できる。加速度センサー３６６は、ユーザーの移動方向や移動量を計測することができる
。圧力センサー（気圧センサー）３５０は、計測された気圧値に基づいてユーザーの居る
場所（現在位置）の標高（高度）に係る情報を得ることができる。方位センサー（地磁気
センサー）３５５は、ユーザーの向いている方角（方位）、例えば北の方位を計測するこ
とができる。また、加速度センサー３６６によって計測された加速度の方向（移動方向）
と、方位センサー（地磁気センサー）３５５によって計測された地磁気の方向（方位）と
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の関連性により、例えば細密な移動実績の把握や運動量に係る情報を得ることができる。
ここで、温度、加速度、気圧（標高）は、それぞれ、数値で示される物理量（物理情報）
の一例である。
【０２０５】
　通信部３４０は、アンテナ３４３を介して他のセンサー機器Ｃ（図１７参照）と通信す
ることが可能であり、他のセンサー機器Ｃによって計測された情報のやり取りを行なうこ
とができる。
【０２０６】
　ＧＰＳ通信部３６０は、ＧＰＳアンテナ３６４を含み、衛星信号を受信する機能を有す
る。なお、ＧＰＳアンテナ３６４は、リングアンテナ、およびパッチアンテナの少なくと
も一方であることが好ましい。このようなＧＰＳアンテナ３６４とすることにより、小型
の機器に容易に定容（収容）することができる。例えば、リングアンテナを用いれば、受
信感度を向上させることができ、パッチアンテナを用いれば、センサーの配置レイアウト
など機器の設計自由度を高めることができる。
【０２０７】
　デジタル表示部３０５は、表示内容を制御する表示制御部３３０、および表示制御部３
３０の支持によってデジタル表示部３０５を構成するＬＣＤ３３４（図１５参照）を駆動
する駆動回路３３２を含む。デジタル表示部３０５には、図３を参照して説明した第１実
施形態と同様の、指示針（時針）１、指示針（分針）２、計測指示針（指示針）３３、指
示針（秒針）３４、指示針（第１指示針）４２および指示針（第２指示針）４１、や１０
時情報表示部３および６時情報表示部４などが、デジタル表示にて表示される。
【０２０８】
　制御部３１０は、センサー付き電子時計Ｗ３を制御する。制御部３１０は、例えばＣＰ
Ｕ等のプロセッサーにて構成される。制御部３１０は、例えば不図示の内部時計で時刻（
内部時刻）を計時し、ＧＰＳ通信部３６０が受信した衛星信号を用いて内部時刻を修正す
る。
【０２０９】
　制御部３１０、複数のセンサー（温度センサー３６５、加速度センサー３６６、圧力セ
ンサー３５０、方位センサー３５５）、アンテナ３４３を含む通信部３４０、ＧＰＳアン
テナ３６４を含むＧＰＳ通信部３６０と、情報を表示するデジタル表示部３０５と、電気
回路系を駆動する電源部３０６は、発電部３２０や二次電池（蓄電池）３７０を含む電源
部３０６を電源として駆動する。
【０２１０】
　電源部３０６は、自己発電機能を備えた発電部３２０と、発電部３２０によって発電さ
れた電気エネルギーを充電可能な二次電池（蓄電池）３７０とを有している。発電部３２
０は、例えば太陽光などの光エネルギーをソーラーセルを用いて電気エネルギーに変換す
る光発電システム、もしくはユーザーの腕の動きによって回動する回転錘の運動エネルギ
ーを電気エネルギーに変換する所謂自動巻き発電システムなどによって構成することがで
きる。なお、本実施形態では、光発電システムおよび自動巻き発電システムの少なくとも
一方を備えていればよい。
【０２１１】
　発電部３２０の一例として示す光発電システムを構成するソーラーセル（不図示）は、
デジタル表示部３０５のＬＣＤ３３４（図１５参照）の枠部分やベゼル３１９（図１５参
照）の表面に配置することができる。ソーラーセルは、太陽光や蛍光灯などの光を受けて
発電することができ、発電された電気エネルギーは、二次電池（蓄電池）３７０に蓄えら
れ、時計を動かすエネルギーや各種センサーを駆動するエネルギーとして使用される。ま
た、発電部３２０の一例として示す自動巻き発電システム（不図示）は、ユーザーの腕の
動きによって回動する概半円形の回転錘の運動を使って永久磁石をコイルの近くで回転さ
せ、コイルに生じた電流（電気エネルギー）が二次電池（蓄電池）３７０に蓄えられ、時
計を動かすエネルギーや各種センサーを駆動するエネルギーとして使用される。
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【０２１２】
　このように、電源部３０６において、ユーザーの入手が容易な自然エネルギーである太
陽光を用いたり、ユーザー（装着者）の腕の動きを用いたりして発電する発電システムを
用いるため、環境に影響を生じない所謂クリーンエネルギーを動力源（電源）とすること
ができる。また、自己発電機能が備えられた電源部３０６により、センサー付き電子時計
Ｗ３の消費電力を自己発電によって賄うことができ、比較的消費電力の大きなＧＰＳなど
の機能や複数のセンサーなどを搭載することができる。
【０２１３】
　上述したリスト機器の第３実施形態に係るセンサー付き電子時計Ｗ３によれば、第１実
施形態の効果に加えて、デジタル表示部３０５（ＬＣＤ３３４）に、時刻や各種センサー
の検知した物理量などを含む情報を、デジタル表示させた指示針や情報表示部によって表
示させることで、デザインや表示情報を容易に変更することが可能となる。
【０２１４】
（リスト機器の変形例）
　次に、図１７を参照して、リスト機器の変形例について説明する。図１７は、リスト機
器の変形例に係るセンサー付き電子時計の概略を示す斜視図である。
【０２１５】
　変形例に係るセンサー付き電子時計Ｗ４は、図１７に示すように、情報を含む信号を送
受信する通信部４０４を有し、通信部４０４を介して他のセンサー機器Ｃや電子機器（不
図示）と通信接続されている。そして、センサー付き電子時計Ｗ４は、他のセンサー機器
Ｃ（例えば生体情報測定用センサーを有する端末装置）の検知した第２物理情報を、例え
ば指示針４４１を用いて表示部（不図示）に表示することができる。また、センサー付き
電子時計Ｗ４は、センサー付き電子時計Ｗ４による位置情報や複数のセンサーによって検
知された情報を、例えばパーソナルコンピューター（ＰＣ）やモバイル機器などの電子機
器に送信して確認することができる。
【０２１６】
　なお、センサー付き電子時計Ｗ４と他のセンサー機器Ｃや他の電子機器（不図示）との
通信接続は、無線通信または有線通信により信号の送受信を行うことができる。
【０２１７】
　本変形例によれば、位置情報や複数のセンサーによって検知された情報を、例えばパー
ソナルコンピューター（ＰＣ）やモバイル機器などの電子機器に送信して確認することが
できる。リスト機器は、携帯性から比較的小さな表示部となってしまうが、それと比較す
るとこれらの電子機器は、大型の表示部を用いているため、必要な情報を見やすく表示す
ることができる。また、ユーザーと他のユーザーとの間での情報のやり取りを行なうこと
ができる。
【０２１８】
　端末装置は、例えば生体情報測定用センサーなどのセンサー機能を有する機器（他のセ
ンサー機器Ｃ）、例えばスマートフォン、携帯電話機、フューチャーフォン等の携帯型通
信端末とすることができる。或いは端末装置は、タブレット型コンピューター等の情報処
理端末であってもよい。センサー付き電子時計Ｗ４と他のセンサー機器Ｃ（例えば生体情
報測定用センサーを有する端末装置）との通信接続としては、例えばブルートゥース（Bl
uetooth（登録商標））等の近接無線通信を採用できる。
【０２１９】
　このようにセンサー付き電子時計Ｗ４と他のセンサー機器Ｃ（例えば生体情報測定用セ
ンサーを有する端末装置）とが通信接続されることで、センサー付き電子時計Ｗ４では検
知できない情報を、例えば他のセンサー機器Ｃによって検知し、他のセンサー機器Ｃによ
って検知された第２物理情報などを、センサー付き電子時計Ｗ４の表示部（不図示）に表
示することが可能となる
【０２２０】
　また、センサー付き電子時計Ｗ４と他のセンサー機器Ｃ（例えば生体情報測定用センサ
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ーを有する端末装置）とが通信接続されることで、他のセンサー機器Ｃ（端末装置）の表
示部（不図示）に、センサー付き電子時計Ｗ４の有する複数のセンサーによって検知され
た各種の物理量の情報を表示できる。なお、脈拍数や消費カロリーなどの情報の演算処理
は、センサー付き電子時計Ｗ４において実行してもよいし、その少なくとも一部を他のセ
ンサー機器Ｃにおいて実行してもよい。
【０２２１】
　このように、位置情報や複数のセンサーによって検知された情報を、例えばパーソナル
コンピューター（ＰＣ）やモバイル機器などの電子機器に送信して確認することができる
。リスト機器（センサー付き電子時計Ｗ４）は、携帯性から比較的小さな表示部となって
しまうが、それと比較するとこれらの電子機器は、大型の表示部を用いているため、必要
な情報を見やすく表示することができる。また、ユーザーと他のユーザーとの間での情報
のやり取りを行なうことができる。
【０２２２】
　上述のリスト機器の変形例に係るセンサー付き電子時計Ｗ４によれば、当該センサー付
き電子時計Ｗ４では検知できない情報、例えば第２物理情報などを、他のセンサー機器Ｃ
（端末装置）によって検知し、その情報をセンサー付き電子時計Ｗ４の表示部に指示針４
４１などを用いて表示することが可能となる。このように、センサー付き電子時計Ｗ４は
、使い勝手を向上させた装置とすることができる。
【０２２３】
　なお、上述のセンサー付き電子時計Ｗ，Ｗ２，Ｗ３，Ｗ４は、例えば機器本体１００の
トップケース１１、ボトムケース１２、およびガラス板１８で構成される内部空間は、外
部からの水分の侵入を防止する、所謂防水機能をそなえていることが望ましい。このよう
な防水機能を備えることにより、水や海水などに触れる機会の多い、例えばアウトドアで
の使用が可能となる。
【０２２４】
　また、上述のセンサー付き電子時計Ｗ，Ｗ２，Ｗ３，Ｗ４は、自己発電機能に加えて、
外部電源との接続端子を設け、外部電源によって二次電池１０８，３７０に充電（蓄電）
し、自己発電による充電（蓄電）と併用することができる。このような構成にすれば、例
えば屋外への外出機会が少なかったり、運動機会が少なかったりするユーザーも、電池容
量の残量を心配することなく使用することができる。
【０２２５】
　なお、上述した実施形態では、ＧＰＳシステムが備える位置情報衛星としてＧＰＳ衛星
８を例示して説明したが、これはあくまで一例である。ＧＰＳシステムは、ガリレオ（EU
）、GLONASS（ロシア）、北斗（中国）などの他の全地球的航法衛星システム（GNSS）や
、SBASなどの静止衛星や準天頂衛星などの衛星信号を発信する位置情報衛星を備えるもの
であればよい。すなわち、センサー付き電子時計Ｗ，Ｗ２，Ｗ３，Ｗ４は、ＧＰＳ衛星８
以外の衛星を含む位置情報衛星からの電波（無線信号）を処理して把握される日付情報、
時刻情報、位置情報および速度情報のいずれか一つを取得する構成であってもよい。
【符号の説明】
【０２２６】
　Ｗ，Ｗ２，Ｗ３，Ｗ４…センサー付き電子時計、１…指示針としての時針、２…指示針
としての分針、３，４，７…情報表示部、５…表示部、６…日車、８…ＧＰＳ衛星、１０
…文字板、１１…トップケース、１２…ボトムケース、１３，１４，１５…ボタン、１７
…ダイヤルリング、１８…ガラス板、１９…ベゼル、３１，３２…バンド部、３３…指示
針としての計測指示針、３４…指示針としての秒針、４０…同心軸、４１…指示針として
の第２指示針、４２…指示針としての第１指示針、４３…第２表示領域、４４…第１表示
領域、４４ａ…"ＴＩＭＥ"の領域、４４ｂ…"ＡＬＴ"の領域、４４ｃ…"ＣＯＭ"の領域、
４４ｄ…"ＢＡＲ"の領域、４４ｅ…"ＯＰ"の領域、５１，５２，５３，５４，５５…ステ
ップモーター、７１，７２…指示針としての計測指示針、１００…機器本体、１０１…加
速度センサー、１０２…圧力センサー、１０３…方位センサー、１０４…通信部、１０５
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…受信部、１０６…電源部、１０７…電気回路系、１０８…二次電池、１０９…アンテナ
、１１０…制御部、１２０…発電部、Ａ…動力伝達機構、Ｂ…減速機構。
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